


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「だれもが その人らしく 住み慣れた地域で 

共に いきいきと暮らせるまち 柏」を目指して 

 

 少子高齢化や世帯構成の変化，ライフスタイルや価値観の多様化な

ど，近年，社会状況が大きく変化する中で，地域のつながりの希薄化

や家庭内支援力の低下が進み，8050問題やヤングケアラーなど，複

雑かつ複合化した課題を抱え，従来の福祉サービスだけでは対応が

困難な新たな地域福祉課題が顕在化しています。 

 市では，こうした支援の手が届きにくいかたたちをサポートし，だれ

もが地域の中で役割を持って，地域全体で支えあう仕組みづくりに

取り組むため，令和４年度から「重層的支援体制整備事業」を開始し

ました。 

 重層的支援体制整備事業では，さまざまな支援機関との分野横断的な連携体制を構築するなど，一

人ひとりの暮らしに寄り添った支援を提供できる仕組みの充実を進めております。 

 しかし同時に，多様な福祉的ニーズに対応するためには，市の公的なサービスの充実だけでなく，地

域住民のかた一人ひとりの意識や，支えあいが不可欠です。 

 第５期地域健康福祉計画では，社会状況の変化や市の取組を踏まえ，地域住民の皆様自身，地域活

動団体や地域福祉関係機関，地域福祉に関する専門職や行政といった，地域福祉につながりのあるか

たがたが，それぞれに何ができるかという視点を取り入れています。 

 地域住民が共に支えあう社会をつくるため，本計画を羅針盤とし，柏市の地域健康福祉として目指

す姿「だれもが その人らしく 住み慣れた地域で 共に いきいきと暮らせるまち 柏」に向けて，皆様

と共にさまざまな取組への展開を図っていきたいと考えておりますので，これまでに引き続き，より

一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 結びに，本計画策定にあたり，多くの貴重なご意見・ご提言を賜りました柏市健康福祉審議会地域健

康福祉専門分科会委員の皆様，アンケート調査や市民ワークショップにご協力いただきました市民の

皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

2025年 3月    

                                              柏市長  太 田 和 美 
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第 1 章 

計画策定の趣旨とこれからの地域福祉の在り方 
１ 計画策定の趣旨と背景 

 

本市では平成１６（2004）年に第１期柏市地域健康福祉計画を策定し，「だれもが その人らしく 住

み慣れた地域で 共に いきいきと暮らせるまち 柏」を理念に掲げ，地域健康福祉1の推進に取り組ん

できました。 

少子高齢化や人口減少，デジタル化，社会経済状況の変化などにより，ライフスタイルや価値観の多

様化，地域のつながりの希薄化による社会的孤立2など，社会状況は変化しています。こうした状況を

踏まえ，国は「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）において，国民の安心した生

活を支えるビジョンとして「地域共生社会の実現」を理念に掲げ，制度・分野の枠や「支え手」・「受け手」

という従来の関係を超えて，人と社会のつながり，一人ひとりが幸せを感じ，生きる価値や多様な経験

を実現できる生きがいや役割を持ち，助け合いながら暮らしていくことのできる地域や社会をつくる

ことを目指しています（図表1-1）。 

図表1-1 地域共生社会の考え方 

 
資料：厚生労働省 地域共生社会 

 

 
1 本市が理想とする地域健康福祉像に向けて，福祉分野だけでなく健康医療等を含む，さまざまな地域福祉に関係する施策を総合的，計画的に推進するた

めの全体的な考え方 
2 社会とのつながりが希薄になり，孤独や不安を感じる状態 

計画策定の趣旨と背景 1 
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本市でも高齢化や世帯構成の変化が進み，地域や家族を取り巻く環境が大きく変化しています。介

護，障害，子育て，生活困窮3等，従来からのさまざまな福祉ニーズに加え，個人や世帯において複数の

分野にまたがるひきこもり4やこどもの貧困5，8050問題6，ダブルケア7，ヤングケアラー8など複合的

な課題が新たに増えてきています。こうした状況から，今後は，課題を抱える個人や世帯への包括的な

支援体制を構築するとともに，地域のつながりづくりを進めることで「人と人」「人と社会」がつながり，

だれもが支え合い，自分らしく地域の中で暮らすことができる地域共生社会を目指すことが重要です。

本計画は，全ての市民を対象として，「地域」という視点を基盤に分野を横断的に考え，地域に関わる

全ての人と組織とが協力し合いながら支え合うための方針として策定するものです。 

２ これからの暮らしや社会の変化を見据えた地域福祉の在り方 

 

（１） 地域福祉の考え方と役割 

地域福祉とは，年齢や性別，国籍，障害の有無などに関わらず，地域で暮らす全ての人が人間とし

ての尊厳を持ち，家庭や地域社会の中で，その人らしく安心して生活を送ることができるよう，地域

住民や団体，行政等が協力し合い，共に生き，支えあうことです。地域福祉の推進にあたっては，市民

や団体，行政等との協働による施策の展開が不可欠であり，市民参画を得ながら取り組んでいくこと

が重要となります。 

一方で，高齢者の増加に伴い介護や医療の需要が増大し，持続可能な社会保障制度の確保が課題

となっています。また，地域における相互扶助等の支え合いの基盤低下が課題となっていましたが，

近年の新型コロナウイルス感染症の流行により，社会的孤立や精神的健康問題が浮き彫りになりま

した。さらに，頻発する災害等により，人と人のつながりや地域コミュニティの重要性が再認識されて

おり，複雑化・多様化する暮らしの課題に対応するために，地域福祉の役割が拡大しています。 

今後は，地域住民や多様な主体による活動の促進を基本とし，高齢者や障害者，生活困窮者，介護

家族，子育て世帯等の支援，権利擁護9，孤独・孤立対策，再犯防止10など，多岐にわたる地域支援の

仕組みを構築することが求められています。 

 

  

 
3 生活困窮者自立支援法で定義される，就労の状況，心身の状況，地域社会との関係性その他の事情により，現に経済的に困窮し，最低限度の生活を維持

することができなくなるおそれのある人 
4 さまざまな要因の結果として，就学や就労，交遊などの社会的参加を避けて，原則的には6ヶ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態のこ

と 
5 「相対的貧困（一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない人の割合）」のことを指し，経済的困窮を背景に教育や体験の機会に乏し

く，地域や社会から孤立し，さまざまな面で不利な状況に置かれてしまうこと 
6 80代の親と50代の子どもが同居し，経済的・社会的に困窮する状態になる社会問題。親が80代，子が50代を迎えた状態で孤立し，生きることに行き詰る

などの，これまで見えづらかった地域課題 
7 晩婚化・晩産化を背景に，育児期にある人（世帯）が,親の介護も同時に担う状態 
8 家族にケアを要する人がいる場合に，大人が担うようなケア責任を引き受け，家事や家族の世話，介護，感情面のサポートなどを行っている，18歳未満

の子どものこと 
9 福祉サービスの利用者本人が，自らの意思を表明するよう支援すること，及び表明された意思の実現を権利として擁護していく活動を意味し，意思表明

の能力に限界のある人々については，本人の利益を本人に代わって擁護すること（代弁） 
10 国，地方公共団体，民間協力者が協力し，犯罪や非行をした人が再び罪を犯すことを防ぐこと 

これからの暮らしや社会の変化を見据えた地域福祉の在り方 2 
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（２）地域福祉に関する国の政策動向 

地域共生社会の実現を推進するため，近年多くの制度改正が行われています（図表1-2）。 

 

図表1-2 近年の主な法改正等 

平成27

（2015）年度 「生活困窮者自立支援法」施行（4月） 
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図

るため，生活困窮者に対し，所要の措置を講ずる 

平成28

（2016）年度 

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行

（5月） 

市町村成年後見制度利用促進基本計画の策定の努

力義務化 

「ニッポン一億総活躍プラン」の閣議決定（6月） 地域共生社会の実現の明記 

「再犯の防止等の推進に関する法律」施行（12月） 地方再犯防止推進計画策定の努力義務化 

平成30

（2018）年度 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の一部を改正する法律」施行（4月） 

市町村による地域住民と行政等との協働による包

括的支援体制づくり，福祉分野の共通事項を記載し

た地域福祉計画の策定の努力義務化 

令和元 

（2019）年度 

「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を

改正する法律」施行（9月） 

こどもの貧困対策に関する市町村計画の策定の努

力義務化 

令和3 

（2021）年度 

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一

部を改正する法律」施行（4月） 

重層的支援体制整備事業の創設及び実施計画の策

定の努力義務化について明記 

令和４ 

（2022）年度 

「第二期成年後見制度利用促進基本計画」閣議決

定（3月） 

地域連携ネットワークを全市町村で早期に整備及び

基本計画の早期の策定 

「第二次再犯防止推進計画」閣議決定（3月） 
再犯の防止等に関する国及び地方公共団体の責務

を明記 

令和５ 

（2023）年度 

「こども基本法」施行（4月） 
「こどもまんなか社会」の実現と推進のために「こど

も家庭庁」の発足 

「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」

（1月） 

共生社会を「認知症の人を含めた国民一人一人がそ

の個性と能力を十分に発揮し，相互に人格と個性を

尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会」

と定義 

令和６ 

（2024）年度 

「孤独・孤立対策推進法」施行（4月） 
孤独・孤立対策の基本理念，施策の基本事項等を規

定 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」

施行（4月） 

「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」「男女平等」とい

った視点に立った，切れ目のない包括的な支援の責

務を規定 

 

令和２（2020）年６月に公布された「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正す

る法律」において，「地域福祉の推進は，地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら参加し，共

生する地域社会の実現を目指す」ことが明記されました。また，生活課題を抱える地域住民を支援す

る体制の整備，地域住民が地域福祉を推進するために必要な環境を一体的かつ重層的に支援するこ

とができるよう，福祉分野に関連する法律に基づき事業を一体的に実施する「重層的支援体制整備

事業」の創設等が規定されています（図表1-3）。 
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重層的支援体制整備事業では，これまでの制度・分野ごとの縦割りや「支え手」・「受け手」という関

係を超えて，地域住民や地域の多様な主体が参画し，市町村全体がチームになって，課題を抱えた人

や世帯を専門職等につなぐ「相談支援」，課題を抱えた人や世帯を地域とつなぐ「参加支援」，さまざ

まなコミュニティや分野での活動をつなぎ，人と人をつなぎ合わせていく「地域づくりに向けた支援」

の３つの支援を一体的に実現する基盤づくりを行います。これにより人と人，人と資源が世代や分野

を超えてつながることで，住民一人ひとりの暮らしと生きがい，地域を共に創っていく社会を目指し，

「地域共生社会」の構築を推進していきます。これらは，地域の人と人のつながりを創造し，多様な主

体による地域支援が自主的・自律的に実施される社会を目指すものです。 

 

図表1-3 国がすすめる重層的支援体制整備事業の概要 

  資料：厚生労働省 重層的支援体制整備事業 

 

また，安全で安心して暮らせる地域づくりには，犯罪被害の防止が不可欠です。特に犯罪や非行に

及んだ人々は，社会的孤立に陥りやすく，その結果，再犯のリスクが高まります。そのため，彼らが生

活基盤を整え，必要な支援を適切に受けることが，再犯防止に向けた重要な取組となります。これら

の取組を通じて，犯罪や非行を繰り返さない社会を目指し，再犯による新たな犯罪被害の発生を防

ぎます。住民が世代や立場を超えて協力し，共に支え合いながら，安全で安心して暮らせる「地域共

生社会」の実現に向けて，地域全体で取り組んでいきます。 

課題を抱えた人や世帯を

地域とつなぐ 
課題を抱えた人や

世帯を専門職等に

なぐ
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（３）本市における地域共生社会及び地域福祉の考え方 

本市においても近年の社会情勢の変化などによって，従来どおりの縦割りによる制度だけでは十

分に対応しきれない制度の狭間にある問題をはじめ，福祉的ニーズは多様化しています。 

 これらのニーズに対応するため，それぞれの分野における取組を進めるだけでなく，分野横断的な

福祉課題への対応や健康福祉分野共通の基盤となる取組など，行政サービスの充実を図っています。 

 また，これからの地域福祉を考える上では「持続可能性」が重要な要素であり，公的な福祉サービス

の整備に加え，市民一人ひとりが自分自身や身近な人と協力し解決する「自助」，地域活動・地域福祉

活動を行う人たちや地域の関係者等が連携し，それぞれの役割や特性を生かして活動をしていく「共

助」の重要度が，ますます高まっています。 

 地域づくりの中心は「人」であり，地域活動を将来的にわたって安定的かつ継続的に実施するには

活動の担い手となる人材が不可欠です。 

 地域活動の中心的役割を担っている人たちに加え，これまで地域と関わりが少なかった人たちに

も参画を促進し，地域に暮らす多様な個々の人材が，地域の中でやりがいや楽しみを感じながら活

動に取り組んでもらうことが必要です。 

本市では，これらの考え方や「市民アンケート」，「市民ワークショップ」，「各種データ」などを踏まえ

ながら，地域健康福祉の取組を充実させる分野共通の視点について，庁内検討ワーキング等で議論

してきました。その結果，これからの地域福祉を推進するにあたっては「だれもが活躍できる場や機

会があると感じられる」，「みんなの多様なアイデアや経験を地域に生かせる」，「多様な考えや価値観

などの理解を深める」，「地域の中に見守りの輪がある」，「互いの違いを認め合いながら尊重できる」

の５つの視点を意識することが重要であるなど，各部署が推進する地域福祉関連の施策や事業に対

する共通認識が形成されました（図表1-4）。 
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図表1-4 柏市の地域健康福祉の考え方  

 

なお本市では，全ての市民が住み慣れた地域で充実した生活を営めるよう，令和４（2022）年度

から重層的支援体制整備事業を実施しています。複雑化・複合化した地域生活課題11にも対応できる

地域住民の助け合いや居場所づくりなどの取組に加え，課題解決が困難な事例に専門機関が知恵を

出し合う取組として「福祉の総合相談」を設置しました。相談窓口では，さまざまな課題を受け止め，

専門の相談支援機関に適切につなげられるよう，分野の垣根を越えた包括的な支援体制を構築して

います。また，解決が困難な課題に対しても専門機関等が知恵を出し合い，支援策を検討し，連携し

ながら解決に向けた伴走支援を行っています。これらの取組を有機的につなぐことで，より充実した

支援体制の構築を目指します。さらに，取組の推進においては，まちづくりやこれまでの地域福祉活

動との整合を図り，地域の区分に応じた機能や役割を踏まえながら支援体制の整備を進めていま

す。 

 
11 福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み，あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上でのさまざまな課題 
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地域の実践では，「地域を元気にしたい」という思いから始まったまちづくり活動が，地域住民の間

で福祉への関心を深め，相互に学び合いながら地域生活課題に取り組む力となることがあります。こ

のような活動は，個別の支援から地域全体の課題へと広がり，持続可能な地域づくりにつながって

いきます。さらに，異なる活動が交わることで新たなアイデアが生まれ，地域の個性として育まれて

います。今後は，こうした活動が出会い，学び合う場を増やすことで，地域力を高める取組につなげ

ていきたいと考えています（図表1-5，1-6）。 

 

図表1-5 多様な担い手による地域づくり 
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 図表1-６ 柏市重層的支援体制整備事業の全体像 
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本市では，市域を4つの圏域で区分し，これらの圏域を踏まえながら地域の特性に応じたまちづく

りを展開することとしています。施策やマネジメントを地域ごとに行う際に用いる圏域を大圏域（４エ

リア）とし，介護保険法など地域密着型サービスの基盤整備の単位となる「日常生活圏域」を中圏域

（７つの圏域）で設定しています。また，最も身近な地域の交流や活動を行う単位である「コミュニティ

エリア」を小圏域（２１コミュニティ）に区分し，設定しています（図表1-７）。 

大圏域（４エリア）では，広域的な視点から施策を推進し，地域全体の調和ある発展を目指します。

一方で，中圏域（7圏域）及び小圏域（21コミュニティ）では，地域の実情に即したきめ細かい福祉サ

ービスの提供や，地域資源を生かした地域づくりの視点を重視し，より身近な生活圏での支援体制を

整えています。これにより，地域全体のバランスを取りながら，市民一人ひとりが安心して暮らせる

環境を整備しています。 

図表1-7 柏市における地域（圏域）の設定 

 
※1 地域包括支援センター 

高齢者や家族からの介護や福祉，健康や医療等の相談や地域のニーズに応じて，いつまでも住み慣れた地域で暮

らせるよう支援を行う相談支援機関 

※2 地域生活支援拠点 

障害者の相談，体験の機会，緊急の対応など，障害者の地域生活を一体的に支える拠点。一部コミュニティエリア

が異なるエリアがあり 

※3 地域いきいきセンター 

地域の課題解決と地域活動の活性化を目的に，柏市社会福祉協議会により設置されている身近な相談窓口 

※4 はぐはぐひろば 

就学前の乳幼児と保護者，妊婦が気軽に利用できる施設で，親子での遊び，他の親子との交流を図る拠点。また，

子育てに関する相談や情報の提供なども実施。はぐはぐひろば若柴は，令和8（2026）年度末に再開予定 
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（４）SDGsと地域共生社会の考え方 

平成27（2015）年９月の「国連持続可能な開発サミット」において，「持続可能な開発のための 

2030アジェンダ」と，令和12（2030）年を期限とする「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」 が採択され

ました。 ＳＤＧｓでは持続可能な世界を実現するための17の目標（ゴール）と，具体的に達成すべき 

169のターゲットを設定し，「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し，経済・社会・環境をめぐる広

範囲な課題に対する総合的な取組が示されています（図表1-8）。 

少子高齢化が進み，さらなる人口減少の到来が想定される中，さまざまな地域課題はいっそう複

雑化・複合化することが想定され，「持続可能な地域づくり」が喫緊の課題となっています。 地域共生

社会を実現させるためには，「支え手」・「受け手」に分かれることなく，全ての人が役割を持ち，お互

いが支え合うことが必要です。また，地域の中にはさまざまな人がいるということ（多様性）を理解

し，それを受けとめるということ（社会的包摂）が求められています。 本計画は「誰一人取り残さな

い」という考え方や協働の推進など，ＳＤＧｓに掲げている目標や方向性を同じくするものであること

から，計画に掲げる取組を着実に推進することが，ＳＤＧｓの推進につながると考えています。 

 

図表1-8 SDGsが掲げる目標 
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３ 計画の位置づけと策定プロセス 

（１） 柏市地域健康福祉計画とは 

社会福祉法第 107 条により，市町村は地域福祉（支援）計画を策定するよう努めるとともに，福祉

の各分野における共通事項を定め，その上位計画として位置づけられています。 

柏市の地域福祉計画は，名称を「地域健康福祉計画」として，平成１６（2004）年度に第１期を策定

し，地域社会における「健康」と「福祉」の取組を一体的に推進するよう理念や方向性を定め，健康福祉

の総合計画としています。これに基づき，地域で起きている地域健康福祉課題について，地域に主眼

を置きながら，そこに住むさまざまな世代の人々と共に解決をしていくことを目的としています。 

（２） 上位計画，分野別計画・関連計画との関係 

本計画は，諸計画を総合化する視点に基づき，上位計画である柏市総合計画，高齢者や障害者，子

ども・子育てなどの分野別計画など，地域生活課題に関連する諸計画との調和，計画体系を踏まえた

上で，策定を行っています。 

 

区分 概要 
総合計画 本計画は，柏市第六次総合計画を上位計画とする福祉の分野別計画です。 

分野別計画 

本計画は，分野別計画である「柏市高齢者いきいきプラン２１」「ノーマライゼーシ

ョンかしわプラン」「柏市子ども・子育て支援事業計画」「健康増進計画」等の上位

計画として位置づけられており，地域福祉の推進に関する分野横断的な施策を

示しています。 

内包する計画 

本計画は，厚生労働省通知「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計

画の策定について（平成２６年３月２７日社援発０３２７第１３号）」に基づく「生活

困窮者自立支援」及び社会福祉法第１０６条の５に基づく「重層的支援体制整備事

業実施計画」，再犯の防止等の推進に関する法律第８条に基づく「地方再犯防止

推進計画」を内包しています。 

柏市地域健康福祉

活動計画 
（柏市社会福祉協議会） 

地域住民や各種団体が自主的・主体的な地域福祉の推進を目指す活動計画とな

っており，本計画の方向性を踏まえて策定し，車の両輪の関係にあるものです。

相互の連携を図りながら，計画的に地域福祉を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の位置づけと策定プロセス 3 
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図表1-9 各計画との関係 

 

（３） 計画策定のプロセス 

計画策定にあたっては，市民や地域の関係者の意見を反映し，市民・関係者・行政がそれぞれの役

割を認識し，行動し，目指す姿を実現する「実効性」のある計画にするため，地域関係者と市による

「柏市健康福祉審議会地域健康福祉専門分科会」及び，庁内の関連各課の代表で構成される「地域

共生社会の連携会議」で検討しました。 
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図表1-10 計画策定のプロセス 
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４ 計画期間 

 

本計画の期間は，令和７（2025）年度から令和12（2030）年度までの６年間です。社会情勢の

変化や制度の改正，本市の総合計画等の大きな変更が生じた場合は，必要に応じて見直しを行いま

す。 

 
 
 
 
 

計画期間 ４ 
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５ 計画の推進体制 

 本計画では，本市の地域健康福祉に係る課題を複合的に捉え，各分野で共通して取り組むべき事項

や方向性を示しています。計画の実行性を高めるためには，各個別計画を横につなぎながら，分野横

断的に施策を展開していく必要があります。そのためには，進捗状況の組織的な把握・共有ができるマ

ネジメント体制と，職員が相互にコミュニケーションを図りながら，現状や課題を共有し，組織力の向上

につながる仕組みづくりが必要です。 

そこで，地域健康福祉に関わる庁内関係部署や柏市社会福祉協議会による「地域共生社会の連携

会議」において，各個別計画の課題を共有し，最適な取組の在り方を議論していきます。 

 

     図表1-11 「地域共生社会の連携会議」イメージ 

 

 

計画の推進体制 ５ 
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６ 計画の進捗管理と評価 

 

本計画では，計画の進捗管理を「定量的な評価」と「定性的な評価」で実施します。 

「定量的な評価」では，施策ごとに，主な取組の目標を設定した数値の評価に加え，基本方針ごと

に結果指標として市民アンケート調査を実施し，評価項目の基準値に対して目指す方向性に進んで

いるかどうか確認を行います。市民アンケートは中間年度である令和８年度と，計画の最終年度の

前年の令和１１年度に実施し，結果指標を確認するとともに，地域健康福祉に関する市民の意識や

動向を把握します。 

また，「定性的な評価」では，施策や事業を推進する過程で見られる変化のプロセスを意識し，目

指す成果に近づいているかどうか，地域共生社会の連携会議（庁内会議）を通じて状況の確認を行

い，包括的な視点での進捗管理を行います。 

定量的な評価と定性的な評価を総合的に分析した総括を行い，柏市健康福祉審議会地域健康福

祉専門分科会に報告し，客観的・中立的な視点での点検・検証を行い，必要に応じた見直しなど実

施します。 

 

 

計画の進捗管理と評価 ６ 
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第 ２ 章 

柏市の地域福祉を取り巻く現状と課題 
 

１ 人口の推移等 

（１） 総人口の推移と将来推計 

 本市の総人口は増加し続けており，2023年は434,156人となっています。 

 総人口は2035年まで増加し，2040年以降は減少に転じることが予測されています。 

 団塊ジュニア世代が65歳以上になる2040年には，65歳以上の人口は134,793人となり，

総人口の3割を超えることが見込まれています。 

 

図表2-1 総人口の推移と将来推計  

 

資料：住民基本台帳（各年4月時点）柏市将来人口推計報告書（2023年推計） 

 
図表2-2 人口構成割合の推移と将来推計 

 

資料：住民基本台帳（各年4月時点）柏市将来人口推計報告書（2023年推計） 

人口の推移等 1 
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（２） 出生数・出生率の推移 

 出生数は増減があるものの減少傾向で，2022年には3,000人を下回りました。また，出

生率も減少傾向で，２０２２年は２０１３年と比較して，1.6ポイント減少しました。 

 

図表2-３ 出生数・出生率の推移 

 

資料：柏市統計書  

（３） 転入・転出者の推移 

 転入者数が転出者数を上回る「転入超過」が続いています。 

 

図表2-４ 転入・転出者の推移 

 
資料：柏市統計書  
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（４） 外国人住民の推移  

 外国人住民の人数は増加傾向で，2022年には1万人を超えています。 

 

図表2-５ 外国人住民の推移 

 
※平成24年７月９日住民基本台帳法改正により，外国人住民についても住民基本台帳法の適用対象（改正前は外国人登録  

法による登録制度）となったことから，対象者及び一部国籍・地域に変更あり。 
資料： 柏市統計書 

（５） 世帯の推移 

 世帯数は増加傾向で，2023年は２０１４年と比較して27,060世帯増えています。 

 一方で，１世帯当たり人員は減少し続けており，2023年は2.2人となっています。 

 

図表2-６ 世帯の推移 

 

資料：柏市統計書 
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（６） ひとり暮らし高齢者の推移 

 ひとり暮らし高齢者は，2018年は24,510世帯でしたが，２０23年には29,594世帯とな

っており，高齢者人口の26.2%を占めています。 

 

図表2-７ 高齢者のみ世帯の推移 

 

資料：第９期柏市高齢者いきいきプラン21 

 

（７） ひとり親世帯の推移 

 2020年のひとり親世帯は２０１５年と比較して減少しており，1,765世帯となっています。 

 

図表2-８ ひとり親世帯の推移 

 

資料：国勢調査 
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（８） 平均寿命・健康寿命の推移 

 2023年の男性の平均寿命は82.1歳，健康寿命は81.1歳で，平均寿命と健康寿命の差は

1.0歳と短縮傾向です。一方，女性の平均寿命は87.9歳，健康寿命は84.6歳で，平均寿命

と健康寿命の差は3.3歳と横ばいです。 

 

図表2-９ 平均寿命と健康寿命の推移 

 

 
 

資料：国保データベース（KDB）システム 
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２ 支援ニーズの現状 

（１） 要介護認定者の推移と見込み 

 2020年の要介護認定者数は18,145人ですが，後期高齢者の増加に伴い，2040年には

約3万人に増加すると予測されています。 

 2040年には，認定者の中でも医療・介護ニーズの高い，要介護３～５の認定者の占める割

合が増加する見込みです。 

 

図表2-1０ 要介護認定者の推移 

 

資料：第９期柏市高齢者いきいきプラン21 

 

（２） 認知症高齢者と将来の見込み 

 認知症自立度Ⅱa以上※の高齢者は，2023年で10,264人となっていますが，高齢者割合

の増加に合わせて増え続け，2040年には17,100人となる見込みです。 

 

図表2-11 認知症高齢者の状況 

 

 

資料： 第９期柏市高齢者いきいきプラン21 

支援ニーズの現状 ２ 

※日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難が出現している状態 
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（３） 障害者手帳所持者数の推移 

 身体・精神・知的障害の手帳所持者数はいずれも増加しており，5年で約2,800人増加して

います。  

 各手帳の所持者数を比較すると，精神障害者手帳の保持者が５年で1.5倍と，他の手帳よ

りも増加割合が高い傾向にあります。 

 

図表2-1２ 障害者手帳所持者数の推移（全体） 

  

資料：障害福祉課 

 

図表2-13 障害者手帳所持者数の推移（年齢別） 

 

資料：障害福祉課
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（４） 放課後等デイサービス利用者・児童発達支援利用状況（支給決定者数） 

 児童発達支援，医療型児童発達支援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援の利用は

いずれも増加しており，2022年度は2,000件となっています。 

 

図表2-14 放課後等デイサービス利用者・児童発達支援利用状況（支給決定者数） 

 

資料：障害福祉課 

（５） 児童相談・児童虐待相談件数 

 児童虐待に関する相談対応件数は，2019年度以降おおよそ1,700～1,800件程度で推

移しています。 

 そのうち，虐待に関する相談件数は増えており，2021 年度以降は 1,000 件を超えてい

ます。 

図表2-15 児童相談・児童虐待相談件数 

 

資料： こども相談センター 
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（６） ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）12 相談件数 

 DVの相談件数は，2020年度に大幅に減少していますが，毎年度400件弱で推移してい

ます。 
 

図表2-16  DV相談件数 

 

資料：男女共同参画推進計画実績報告書 

 

（７） 不登校児童・生徒数※の推移 

 不登校児童・生徒数は，いずれも増加傾向にあります。 

 特に，小学校児童の不登校数が増えており，２０２３年度は２０１８年度と比較して３倍以上

増えています。 

 

図表2-17 不登校児童・生徒数の推移 

  

       ※何らかの心理的，情緒的，身体的あるいは社会的要因・背景により，登校しないあるいはしたくともできない状 

         況にある児童生徒の数（ただし，「病気」や「経済的な理由」による者を除く。） 

資料： 児童生徒課 

 
12 配偶者や恋人等，親密な関係にある相手からの身体的・精神的・経済的・性的暴力等のあらゆる暴力のこと 
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（８） こどもの貧困率 

 全国的な傾向として，こどもの貧困率は2015年以降減少しています。一方で，相対的貧困

率※は横ばいの傾向です。 

 

図表2-18 こどもの貧困率（全国） 

 

              ※一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない人の割合 
資料： 厚生労働省「国民生活基礎調査」 

 

（９） 生活保護被保護世帯・人員の推移 

 生活保護の被保護世帯・人員は増加し続けており，2023年度は2019年度と比較して，被

保護世帯数が378世帯，被保護人員が271人増加しています。 

 

図表2-19 生活保護被保護世帯・人員の推移 

  
資料：柏市統計書 
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（１０） 生活困窮相談件数 

 さまざまな事情で経済的に困っている人からの相談は，新型コロナウイルスの感染が拡大

した2020年度以降，感染拡大前の約1.5倍に増加し，2022年度には1,000件を超える

相談がありました。 

 
図表2-20 生活困窮相談件数の状況 

 

資料： 生活支援課 

 

（１１） 福祉の総合相談窓口の相談件数 

 2023年度の福祉の総合相談窓口への述べ相談回数は7,046回でした。1人あたりの相談

回数は3.2回です。 

 相談は多岐にわたっており，最も多いのは経済的問題でした。 

 
図表2-21 総合相談の相談件数と内容（2023年度） 

 

 
 

 
資料：福祉政策課 

 

 

 

新規 継続

3,459 7,046 904 1,321 3.2

相談者数（人）延べ相談回数
（回）

相談件数
（件）

１人あたり相談
回数（回）
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（１２） 自殺者数の推移 

 本市の2022年の年間自殺者数は5５人で，2020年以降減少傾向にあります。 

 年代別でみると，全国や県と比較して本市は20代以下，40代，50代の占める割合が高く

なっています。 

 

図表2-2２ 自殺者数と自殺死亡率の推移 

 

資料：第２次柏市自殺対策計画  

 
図表2-23 自殺者の年齢構成（2018年～2022年） 

 

資料：第２次柏市自殺対策計画 
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（１３） 成年後見制度13に関する相談者数 

 成年後見制度の相談者数は増加傾向にあり，2023年度は325人となっています。 

 対象となる人の内訳は，高齢化に伴い，「高齢」の相談者数が増えています。 

 

図表2-24 成年後見制度に関する相談者数 

 

資料： 柏市社会福祉協議会 

 

（１４） 再犯者率の推移 

 警察庁が取りまとめている犯罪統計書に記載される検挙人数のうち，再犯者数の占める割

合の推移を見ると，本市は2020年以降，全国や県と比較して高くなっています。 

 

図表2-25 再犯者率の推移 

 
資料： 法務省矯正局 

 
13 認知症・知的障害・精神障害などで判断能力が十分でない人について，本人の権利を守る援助者（成年後見人等）を選ぶことで本人を法律的に支援す

る制度 
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３ 地域福祉の支え手・地域組織活動の現状 

 

（１） 民生委員・児童委員14活動状況の推移 

 2022年度の民生委員・児童委員の委嘱者数は，529人となっています。 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響で，2020年度以降は訪問回数が大幅に減少していま

す。 

 2020年度に相談件数は大幅に減少しましたが，2021年度以降は増加に転じています。 

 

図表2-26 民生委員・児童委員活動状況の推移 

 

資料：福祉政策課  

（２） コミュニティ・スクール15設置状況 

 コミュニティ・スクールは，２０２３年度時点で全ての学校に設置されています。 

 

図表2-27 コミュニティ・スクール設置校数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                資料：学校教育課

 
14 民生委員は民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱された非常勤の特別職の公務員で，住民の立場に立って相談に応じ，必要な援助を行い社会福祉

の増進を務める。また，児童福祉法に基づき児童委員を兼ね，地域の子どもたちが安心して暮らせるよう子ども及び妊産婦の福祉の増進にも務める 
15 学校運営協議会を設置した学校のことで，学校運営協議会とは，地域住民や保護者，教師などが集まり，地域の学校に通う地域の子どもたちがどのよ

うに育ってほしいか，そのために何ができるかを話し合い，知恵を出し合う合議制の組織 

10,021 9,494 
6,220 6,601 6,754 
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地域福祉の支え手・地域組織活動の現状 ３ 
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（３） 「支えあい活動」団体数の推移 

 「支えあい活動」の団体数は増加傾向で，2023年度は2018年度と比較して29団体増加し，

360団体となっています。 

 サロン16等の居場所も増加しており，2023年度には290か所となっています。 

 

図表2-28 「支えあい活動」団体数の推移 

 

資料：柏市社会福祉協議会 

 

（４） ゲートキーパー17研修の開催回数・受講者数 

 ２０２３年度に実施したゲートキーパーの育成に向けた研修は5回で，受講者数は224人と

なっています。 

 

図表2-29 ゲートキーパー研修の開催回数・受講者数 

  

資料： 福祉政策課 

 
16 地域の中で，仲間づくりや多世代交流等を目的とした，地域住民が運営するふれあいの場のこと 
17 悩んでいる人に気づき，声をかけ，話を聞いて，必要な支援につなげ，見守る人のこと 
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（５） 町会加入世帯数・加入率の推移 

 町会加入世帯数及び加入率は減少傾向で，2023年度は122,525世帯，６２．５％となって

います。 

図表2-30 町会加入世帯数・加入率の推移 

  

資料：市民活動支援課 

（６） 子ども会団体数の推移 

 柏市子ども会育成連絡協議会18に加入している子ども会団体数は減少しており，2023年度

は19団体となっています。 

 

図表2-31 子ども会団体数の推移 

 

資料：生涯学習課 

 
18 各町会・自治会に存在する子ども会の相互の連携を密にし，子ども会活動がより活発に，より望ましい姿に成長することを目的とした任意組織 
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（７） 老人クラブ・加入者数の推移 

 老人クラブ数及び加入者数はともに減少傾向で，2023年度は67クラブ 3,591人となっ

ています。 

図表2-32 老人クラブ・加入者数の推移 

 

資料：高齢者支援課 

（８） 保護司19の推移 

 犯罪や非行をした人たちが再び罪を犯すことがないよう，その立ち直りを地域で支える保

護司は，2024年4月1日時点で92人います。 

 

図表2-33 柏地区保護司会※人数（各年４月１日時点） 

 

※柏地区保護司会は柏市，我孫子市，流山市の３市から構成 

資料：千葉保護観察所 

 

 
19 犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティアで保護司法に基づき，法務大臣から委嘱された非常勤の国家公務員 
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４ アンケート調査・ワークショップ結果から見える地域の現状 

 

（１） 市民アンケート調査・学生アンケート調査結果の概要 

本調査は，市民の福祉観，地域での関わりなどの実態を把握し，これまでの計画の結果指標を評価

するとともに，地域活動に必要なことなどの意見を広く把握することを目的として実施しました。 

調査結果の概要は，第４期柏市地域健康福祉計画の基本方針である柱１～４のテーマ別に主な内

容を記載しています。 

 市民アンケート調査 学生アンケート調査 

対象 
無作為で抽出した4,000人 柏市在住の中学生と柏市在学の高校生（調

査協力が得られた学校） 

実施期間 令和５（2024）年11月１日～11月30日 令和5（2024）年11月30日～12月25日 

回答者数 1,371人（回答率 34.3%） 4,667人 

調査内容 調査項目（全２９問） 調査項目（全２２問） 

調査結果 

市のホームページ「柏市地域健康福祉計画」 

 

 

 市民アンケート及び学生アンケートの回答者の属性は，以下のとおりです。 

図表2-34 市民アンケート調査の回答者属性 

 

図表2-35 中高生アンケート調査の回答者属性 

 

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上 無回答

　全　　　　　体 <N=1,371>

<N=369,075>

男性  <n=572>

女性  <n=750>

　アンケート
　対象人口

性
別

5.3

14.5

4.5

6.0

10.6

14.3

8.2

12.3

12.9

17.6

11.2

13.9

15.7

16.9

15.7

15.9

16.0

12.1

17.5

15.5

23.7

14.6

26.0

23.1

14.7

10.2

16.8

13.5

0.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学1年生 中学2年生 中学3年生 高校1年生 高校2年生 高校3年生

　全　　　　　体 <N=4667>

男性 <n=2434>

女性 <n=2082>

性
別

21.0

20.1

22.3

22.0

21.2

23.3

19.5

18.5

20.5

13.3

14.2

12.1

16.4

17.4

15.0

7.8

8.6

6.9

アンケート調査・ワークショップ結果から見える地域の現状 ４ 
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＜学生アンケート調査結果におけるポイント＞

 学生の感じている「地域の支え合いや関わりの必要性」については，「必要だと思う」が最
も多く７割以上を占め，令和３年度と比較して増加しており，さらなるつながりを必要とし
ている傾向がうかがえます（図表2-39）。

 「ボランティア活動の参加状況」については，「参加したことがある」が３割程度で令和３年
度と同程度です（図表2-40）。

 「ボランティア活動参加者が活動を知ったきっかけ」は，上から順に「家族・友人」「学校」
「地域の掲示板など」となっています（図表2-41）。

図表2-39 地域の支え合いや関わりの必要性

図表2-41 ボランティア活動を知ったきっかけ（ボランティア活動参加者）

必要だと思う 必要だと思わない わからない

令和３年度 <n=970>

令和5年度 <n=4667>

54.1

71.5

9.1

6.7

33.8

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表2-40 ボランティア活動の参加状況

参加したことがある 参加したことがない 無回答

令和３年度 <n=970>

令和5年度 <n=4667>

33.1

30.5

63.9

69.5

3.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

<N=1424>

家族・友人知人などから知った

学校を通じて知った

地域の掲示板などで知った

インターネットで調べた

ボランティアセンター等で聞いた

その他

53.7

34.0

20.9

5.1

4.8

5.5

0 10 20 30 40 50 60

基本方針【柱１】 だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり



 

37 

 

 

＜市民アンケート調査結果におけるポイント＞

 「健康や福祉に関する情報の入手のしやすさ」からは，入手しづらい人の割合が減少傾向
にあることがわかりますが，依然として6割程度は課題を感じています（図表2-42）。

 「健康や福祉に関する相談相手の存在」については，相談相手がいない人の割合は減少し
ています。相談相手は，「家族」が圧倒的に多い状況です（図表2-43）。

 「今住む地域で，充実したい・充実してほしいこと」で最も多い意見は，「何か困った時に相
談できる，身近な相談窓口」でした（図表2-44）。

基本方針【柱２】 だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり

図表2-42 健康や福祉に関する情報の入手のしやすさ

入手しやすい
どちらかと

いえば
入手しやすい

あまり
入手しやすく

ない

入手しづらい、
わかりづらい

無回答

　令和3年度 　<N=830>

　令和5年度 　<N=1371>

9.0

5.6

26.5

32.9

33.5

38.1

26.7

19.8

4.2

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

<N=1371>

家族

友人

親戚

近所の人

職場の上司・同僚

民生委員・児童委員

柏市健康づくり推進員

町会役員

相談できる人がいない

その他

無回答

82.0

29.8

15.5

14.0

8.6

7.1

3.1

2.8

5.5

4.2

0.5

0 20 40 60 80 100

（％）

<N=1371>

何か困った時に相談できる、身近な相談窓口

要支援者（高齢者・障害者など）への生活支援

地域での防災や防犯の活動

普段から地域で声を掛け合えるような、顔の見える関係づくり

子育て世帯や子どもの見守り支援

住まいの困りごとへの支援

町会や地域行事などの、身近な交流の機会

特にない

その他

無回答

51.1

33.1

31.6

31.4

24.9

19.8

17.3

8.4

2.8

1.2

0 10 20 30 40 50 60

（％）

図表2-44 今住む地域で，充実したい・充実してほしいこと

図表2-43 健康や福祉に関する相談相手の存在
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＜学生アンケート調査結果におけるポイント＞

 「悩んだ時の相談先」は，「学校の友人」（75.4％）と「家族・家庭」（74.7％）が主な相手と
なっています。一方で，「誰にも相談しない」が6.7％であり，令和３年度の調査と比較し
てやや増加しています（図表2-45）。

 「普段から重視しているコミュニティ（人とのつながりなど）」は，「学校」，「家族・家庭」が
主で，令和３年度と比較してもほぼ同様の傾向にあります（図表2-46）。

基本方針【柱２】 だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり

図表2-45 悩んだ時の相談先

図表2-46 普段から重視しているコミュニティ（人とのつながりなど）

家族・家庭

親戚

学校の友人（同学年）

学校の先輩・後輩

学校以外の友人

学校の先生

インターネット・ＳＮＳ

地域住民

誰にも相談しない

その他

81.1

11.0

81.9

15.1

35.5

21.6

10.2

0.3

2.8

2.9

74.7

10.5

75.4

13.2

24.0

20.6

8.7

0.3

6.7

1.6

0 20 40 60 80 100

令和３年度 <N=970>

令和5年＜N=4667＞

-

家族・家庭

親戚

学校（友人・先生・部活動）

学校外のクラブ活動・習い事・
趣味の活動

近所の幼馴染

アルバイト先

インターネット・ＳＮＳ

お住まいの場所を中心とした
近隣エリアを含む地域の住民

地域活動(ボランティア）

その他

無回答

91.9

33.3

88.0

31.5

17.2

1.2

20.9

2.6

0.4

2.6

3.0

89.6

28.5

91.2

27.7

10.7

2.9

19.6

3.2

0.8

1.6

0.0

0 20 40 60 80 100

令和3年度 <N=970>

令和5年度 <N=4667>

-
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＜市民アンケート調査結果におけるポイント＞

 「健康だと感じている人の割合」は，令和３年度から横ばいです（図表2-47）。
 隣近所との付き合い別にみると，付き合いが密なほど「健康だと思う」の割合も高くなっ

ており，ボランティアや市民活動への取り組み別にみると，「現在，継続的に取り組んでい
る」人で「健康だと思う」の割合が45.2％と最も高いなど，近隣との付き合いや地域活動
への参加割合が高い人ほど，主観的健康観も高い傾向にあることがうかがえます（図表
2-48）。

基本方針【柱３】 だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり

図表2-47 健康だと感じている人の割合

図表2-48 社会参加の状況と健康度

2021年度

健康だと思う
どちらかと

いえば
健康だと思う

あまり
健康でない

と思う

健康でない
と思う

無回答

　令和3年度 　<N=830>

　令和5年度 　<N=1371>

38.3

34.2

40.0

41.8

15.7

16.3

4.7

7.0

1.3

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

健康だと思う
どちらかと

いえば
健康だと思う

あまり
健康でない

と思う

健康でない
と思う

無回答

　全　　　　　体 <N=1371>

近所の仲の良い人とよく行き来している <n=130>

会えば親しく話をする人がいる <n=478>

あいさつ程度がほとんど <n=619>

近所付き合いはほとんどしていない <n=137>

現在、継続的に取り組んでいる <n=84>

たまに、取り組むことがある <n=84>

取り組んだことはあるが、現在はほとんどしていない <n=247>

取り組んだことはない <n=765>

取り組むことができない <n=172>

入手しやすい <n=77>

どちらかといえば入手しやすい <n=451>

あまり入手しやすくない <n=523>

入手しづらい、わかりづらい <n=272>

隣
近
所
と
の

付
き
合
い

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

や
市
民
活
動

柏
市
の
情
報
の

入
手
の
し
や
す
さ

34.2

46.2

33.3

34.2

26.3

45.2

34.5

33.2

36.5

21.5

49.4

37.3

30.8

32.4

41.8

31.5

46.0

42.2

36.5

36.9

52.4

42.1

42.9

36.0

31.2

41.9

46.3

37.5

16.3

16.2

13.2

17.3

21.9

15.5

10.7

16.6

14.9

22.7

15.6

14.2

17.2

18.8

7.0

4.6

6.7

6.1

14.6

1.2

7.7

5.4

19.2

3.9

6.0

5.7

10.7

0.7

1.5

0.8

0.2

0.7

2.4

1.2

0.4

0.4

0.6

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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＜学生アンケート調査結果におけるポイント＞

 「過去や現在の悩み事」は，「勉強・学力・受験のこと」が最も多く，次いで「将来のこと」，
「学校の友人との関係」となっています（図表2-49）。

 学生が感じる「地域の中に必要な居場所」として共通する要素としては，安心感やリラック
スできる環境が挙げられています。自分の時間を確保できるプライベート空間としては，
屋内の自習室や自分の部屋などが挙げられていますが，オープン空間のニーズとしては，
友人との交流等，人とのつながりの場を求めている傾向がうかがえます（図表2-50）。

基本方針【柱３】 だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり

図表2-49 過去・現在の悩み事

図表2-50 地域の中に必要な居場所

<N=4667> 性別 学年

男性 女性 中学生 高校生
n=2434 n=2082 n=2919 n=1748

勉強・学力・受験のこと 45.3 56.8 53.7 44.7

将来のこと 37.1 37.1 34.5 41.6

学校の友人（同学年）との関係 17.2 30.8 23.6 23.9

外見のこと 8.8 18.9 13.2 14.7

家族・家庭のこと 11.3 13.6 12.6 13.0

健康や病気のこと 10.4 7.0 8.9 9.3

学校の先生との関係 4.3 3.7 4.0 4.3

学校の先輩・後輩との関係 3.3 4.8 3.2 5.4

学校以外の友人のこと（ＳＮＳ等も含む） 2.0 2.9 1.7 3.5

その他 1.5 2.2 1.7 1.9

悩みはない 33.0 23.1 29.1 26.9

50.3

37.2

23.7

13.8

12.7

9.0

4.1

4.0

2.4

1.8

28.3

0 10 20 30 40 50 60

屋外屋内

・公園（ベンチ）

• １人になれる場所
(自分の部屋、トイレなど）

• 自習室
• 相談室

（話を聞いてくれる人がいる場所）

プライベート
空間

• グラウンド
• 公園
• スポーツができる広い公園
• バスケットコート
• 柏駅（駅周辺）

• 自宅、友達の家
• フリースペース、図書館、勉強がで

きる空間
• お店（ショッピングモール、スー

パー、コンビニ、カラオケ、ショップ、
カフェ、ゲームセンター、映画館等）

• ジム、ダンススタジオ
• バイト先

オープン
空間

• みんなが繋がれたり、交流できたり、遊べたり、気軽に行けるところ
• 地域の人と関われる場所
• ゆっくりできる空間、リラックスできる場所
• 安心できる場所

共通
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＜市民アンケート調査結果におけるポイント＞

 「安心して生活できていると感じている割合」は，令和3年度と比較してほぼ同様の傾向に
あります（図表2-51）。

 「支援が必要な人が安心して生活できる地域と感じている割合」も令和３年度と比較して
ほぼ同様の傾向にあります（図表2-52）。

 「災害が起きた時に支援してくれる人」としては，「家族」が最も高く，次いで「親戚」「近所
の人」「友人」となっています（図表2-53）。

基本方針【柱４】 だれもが安全・安心に暮らせる環境づくり

図表2-51 安心して生活できていると感じている割合

図表2-53 災害が起きた時に支援してくれる人の状況

感じている
どちらかと

いえば
感じている

あまり
感じていない

感じていない 無回答

　令和3年度 　<N=830>

　令和5年度 　<N=1371>

30.2

27.4

52.0

54.2

13.5

14.6

2.5

3.1

1.7

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

<N=1371>

家族

親戚

近所の人

友人

民生委員・児童委員

柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ支援者

柏市健康づくり推進員

その他

いない

わからない

無回答

82.6

28.4

26.1

25.8

5.0

2.3

1.0

1.5

5.1

5.3

0.8

0 20 40 60 80 100

（％）

図表2-52 支援が必要な人が安心して生活できる地域と感じている割合

そう思う
どちらかと

いえば
そう思う

あまり
思わない

全く
思わない

無回答

　令和3年度 　<N=830>

　令和5年度 　<N=1371>

11.9

11.3

52.4

53.4

30.6

31.1

2.4

2.5

2.7

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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＜学生アンケート調査結果におけるポイント＞

 「安心して生活するために重要だと思う事項」は，「いろいろな人が交流できる場所をつ
くる」（57.4％）が最も多く，次いで「災害時にも助け合える仕組みをつくる」，「なんで
も相談できる場所をつくる」，などが挙げられています（図表2-54） 。

 災害時に支援が必要そうな人を助け合えるようにする取組としては，「住んでいる地域
ごとの防災訓練」（32.4％）が最も多く，次いで「災害時の行動に関する学校での学び
の機会」（30.9％）が挙げられています（図表2-55） 。

基本方針【柱４】 だれもが安全・安心に暮らせる環境づくり

図表2-55 災害時に地域で助け合うために必要だと思う取組

いろいろな人が交流できる場所をつくる

なんでも相談できる場所をつくる

災害時にも助け合える仕組みをつくる

健康づくりの取り組みを充実させる

まちのバリアフリー化を進める

ボランティア活動を充実させる

福祉の仕事にたずさわる人を育てる

いろいろな情報を入手できるようにする

隣近所とのつながりをもつ

その他

無回答

48.9

31.2

55.4

19.8

36.5

23.8

16.7

40.2

37.3

6.0

7.5

57.4

35.5

43.6

18.0

20.5

10.4

5.8

25.1

19.3

2.0

0.0

0 20 40 60 80

令和３年度 <N=970>

令和5年度<N=4667>

-

図表2-54 安心して生活するために重要だと思う事項

<N=4667>

住んでいる地域ごとの防災訓練

災害時の行動に関する学校での
学びの機会

災害時の支援が必要な人の
ネットワーク作り

地域ごとに防災活動イベントの開催

助け合う仕組みはいらない

その他

32.4

30.9

19.5

12.3

4.4

0.6

0 5 10 15 20 25 30 35
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（２） 市民ワークショップ結果の概要 
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５ 柏市の地域福祉を取り巻く現状と課題（第4期計画の総括） 

各種統計や調査結果を踏まえ，第４期計画の基本方針である柱１～４の施策ごとに総括しました。 

  

①支えあい・助けあいの関心度の増加

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

74.5％64.7％66.1％75.0％

取組の進捗

②ボランティアに参加している割合の増加

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

12.2%15.4％13.5％25.0％

基本方針（柱１）では，だれもが，地域の課題に関心を持ち，主体的に参画し，解決につなげら
れるよう，市民の福祉意識を高め，市民同士や団体が交流して支えあいや助けあいの活動に積
極的に取り組み，連携しあうことで，みんなで支えあう地域を目指し取組を推進してきました。

基本方針（柱１）の概要

基本方針【柱１】 だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり

取組を実施した結果指標基本施策

① 支えあい・助けあいの関心度の
増加

② ボランティアに参加している割
合の増加

（１）地域での支えあい， 助けあい活動の促進

（２）地域福祉活動団体への支援及び活動拠点の整備

（３）地域福祉を担う人材の育成

令和5年度市民アンケート調査結果より

 従来の地縁が希薄化する中，地域内でのつながりや信頼関係を強化するためには，行政，市民，
地域が連携し，交流の場や個人と地域がつながる機会を創出し，支えあいや助けあいの取組を
地域全体で推進していくことが求められます。

 社会環境の変化に対応し，地域福祉の体制を充実・強化するためには，地域活動の基盤となる
人材の育成・確保に取り組むことが求められます。

現状と課題（前期計画の総括）

現状と課題

 既存の地域組織の状況を見ると，町会加入世帯数・加入率や子ども会団体
数，老人クラブ・加入者数などは，いずれも縮小傾向にあります。

 一方で，「支えあい活動」の団体数は増加傾向にあり，サロン等の居場所も
増加傾向にあります。

地域福祉を
取り巻く現状

 「地域での支えあいや助けあいへの関心度」は増加傾向にあり，学生アン
ケートおいても，その必要性を重視している傾向がうかがえます。

 ボランティア活動の未参加の理由には，「活動を知らない」，「きっかけがな
い」などの意見もあり，情報提供や参加のきっかけ，仲間づくりの機会を増
やすことで，地域活動の仲間を増やせる可能性がうかがえます。

 ワークショップでは，「地域に頼れる人がいるか」という点で，「つながりが
薄く課題である」という意見が聞かれており，地域内での交流やつながり
をつくる取組の必要性がうかがえます。

アンケート
ワークショップ

の結果

今後に向けた検討の視点

柏市の地域福祉を取り巻く現状と課題（第4期計画の総括） ５ 
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取組の進捗

基本方針（柱２）では，だれもが，地域健康福祉の問題について気軽に相談でき，その人の生活
課題に応じた的確な支援が受けられ，解決につなげる仕組みづくりを行いました。また，地域の
資源を効果的につなげるため，市民，地域（町会等），福祉関係者，さらに行政内での連携も図る
ことにより相談体制の充実に取り組んできました。

基本方針（柱２）の概要

令和5年度市民アンケート調査結果より

 課題が複雑化・複合化しており，相談先がわからないといった声があることや福祉の総合相談の
認知度が低いこと，相談窓口の充実へのニーズが高いことから，相談窓口の周知や対象者に必
要な情報をきちんと届けるための広報啓発について，さらなる工夫が必要と考えられます。

 核家族や単身世帯の増加が見られる中，地域の中で家族以外のつながりを持ち，気軽に相談で
きる関係性づくりが必要です。また，行政がより身近な存在となり，必要な人が相談機関につな
がりやすくなるための体制づくりが求められます。

現状と課題（前期計画の総括）

現状と課題

 1世帯あたりの人員は減少傾向にあり，ひとり暮らし高齢者の割合は増加
傾向にあります。また，認知症高齢者の割合は増加傾向にあり，今後も増
え続けることが見込まれます。

 総合相談の相談件数は増加傾向にあり，1回の相談では解決が難しい相談
が増えています。また，各種福祉サービスの利用者も増加傾向にあります。

地域福祉を
取り巻く現状

 健康・福祉情報を入手しやすいと感じている割合は増えているものの，デ
ジタルサービスの普及・多様化による情報量の増大がますます進むことか
ら，対象者に必要な情報を届けるための検討と工夫がより求められます。

 身近な相談相手は，「家族」が多く，「相談相手がいない」人の割合は大幅に
減っています。また，学生の相談相手としては，「学校の友人」と「家族・家
庭」が多く，「誰にも相談しない」と回答した割合が前回より増えています。

 ワークショップでは，市からのサポートを受けるためには，いろいろ調べな
いと相談先につながらないといった意見も聞かれており，身近でわかりや
すい相談ルートの周知と適切な支援が求められていることがうかがえます。

アンケート
ワークショップ

の結果

今後に向けた検討の視点

基本方針【柱２】 だれもが暮らしの問題を相談でき解決てぎる仕組みづくり

取組を実施した結果指標基本施策

① 健康・福祉情報の入手しやすさにつ
いては，入手しづらい人の減少

② 身近な相談相手のいない人の減少

（１）相談窓口の充実

（２）課題解決に向けたネットワークの構築

（３）情報発信の充実

①健康・福祉情報の入手しやすさについては，入手しづらい人の減少

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

19.8％26.7％21.0％10.0％

②身近な相談相手のいない人の減少

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

5.5%35.7％35.4％25.0％
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①健康だと感じている人の割合の増加

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

76.0％78.3％75.4％85.0％

取組の進捗

基本方針（柱３）では，だれもが，地域でいつまでもいきいきと暮らし，地域の中でさまざまな
活動をすることができるよう，ライフステージや個人の心身の状態に合わせた健康づくりや生
きがい活動に取り組んできました。

基本方針（柱３）の概要

基本方針【柱３】 だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり

取組を実施した結果指標基本施策

① 健康だと感じている人の割合の
増加

（１）地域を核とした健康づくりの促進

（２）地域医療の充実

（３）社会参加の促進

令和5年度市民アンケート調査結果より

 生活様式の変化，高齢化や社会とのつながりが希薄化する中，「だれもが健康でいきいきと暮
せる地域づくり」を今後より推進していくには，市民一人ひとりが主体的に心身の健康増進に向
けて取り組めるような支援施策の充実を図る必要があります。

 社会的なつながりは，メンタルヘルスやフレイルなどの心身の健康度に影響し，死亡リスクの軽
減にもつながることから，ゲートキーパーなど支援人材の育成，つながりや社会参加のきっかけ
となる地域の居場所などの環境づくりを進めていくことも必要です。

現状と課題（前期計画の総括）

現状と課題

 2023年の男性の平均寿命と健康寿命の差は1.0歳で短縮傾向ですが，
女性の平均寿命と健康寿命の差は3.3歳と横ばいです。

 2020年の要介護認定者数は約18,000人ですが，後期高齢者の増加に
伴い，2040年には約3万人に増加する予測です。

 市の年間自殺者数は，2020年以降減少傾向ですが，全国や県と比較して
20代以下，40代，50代の占める割合が高くなっています。また，不登校
児童・生徒数は，いずれも増加傾向にあります。

地域福祉を
取り巻く現状

 「健康だと感じている人」の割合は，計画策定時から横ばいで，新型コロナ
ウイルスの感染拡大による，社会活動の低下なども影響していると考えら
れます。また，近隣との付き合いや地域活動への参加割合が高い人ほど，
健康だと感じている割合が高い傾向にあります。

 学生のアンケートでは，過去や現在における悩みごとについて，「勉強・学
力・受験のこと」を半数の人が挙げており，次いで「将来のこと」，「学校の
友人との関係」となっています。

 市民ワークショップでは，「病気や高齢になっても暮らしやすい医療・福祉・
生活支援の整備」について，まずは制度周知などを充実していく必要性に
関する意見が聞かれました。また，社会参加の機会となる生涯学習や健康
増進施設は概ね充足しているという意見が聞かれています。

アンケート
ワークショップ

の結果

今後に向けた検討の視点
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①生活の安心感を感じている人の増加

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

81.6％82.2％77.3％85.0％

取組の進捗

②支援の必要な人が安心して生活できる地域だと思う人の増加

令和5年度
実績値

令和３年度
実績値

平成29年度
実績値

第4期計画
目標値

64.7%64.3％57.6％70.0％

基本方針（柱４）では，だれもが，地域でいつまでも安全・安心に暮らせるよう，日頃から地域の
助けあいの中で防災・減災や防犯に取り組むことで，緊急時に備えています。また，一人ひとり
の権利が守られ，安全安心に暮らせる地域づくりに取り組んできました。

基本方針（柱４）の概要

基本方針【柱４】 だれもが安全・安心に暮らせる環境づくり

取組を実施した結果指標基本施策

① 生活の安心感を感じている人の
増加

② 支援の必要な人が安心して生活
できる地域だと思う人の増加

（１）防災・防犯対策の充実

（２）居住・移動支援の充実

（３）権利擁護の推進

令和5年度市民アンケート調査結果より

 高齢化や世帯人数の減少が進む中，「生活の安心感」や，「支援が必要な人が安心して暮らせる」
ためには，本人の権利を守るための成年後見など権利擁護の支援体制強化が必要です。また，
再犯率が高い傾向にあることから，地域と市が連携しながら再犯防止に向けた安全・安心な環
境づくりを進めていくことも重要となります。

 災害時の支えあいの強化や，高齢者や障害者，子ども（子育て世帯）が安心して暮らせる環境整
備を市民，地域と連携しながら進めていく必要があります。

現状と課題（前期計画の総括）

現状と課題

 犯罪統計を見ると，検挙人数のうち，再犯者数の占める割合は増減してい
ますが，2020年以降は全国や県と比較して高くなっています。

 成年後見制度の利用者数は，高齢化に伴い増加傾向にあります。

地域福祉を
取り巻く現状

 「生活の安心感」や，「支援が必要な人が安心して暮らせる」と感じている割
合は，全体的に増加傾向にあります。

 災害が起きた時に支援してくれる人としては，「家族」が主であり，家族が
在宅でない場合などの対応について検討が必要です。

 学生アンケートでは，安心して生活するために重要だと思う項目について
は，「いろいろな人が交流できる場所をつくる」という意見が半数以上と最
も多く，多世代交流の場を求めている傾向がうかがえます。

 市民ワークショップでは，高齢者や障害者が安心して暮らすことに課題を
感じている意見が多く，支援環境づくりへのニーズがうかがえます。

アンケート
ワークショップ

の結果

今後に向けた検討の視点
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第 ３ 章 

計画の全体像 

１ 基本理念と地域共生社会の全体 

 

本市では第３期計画において，「地域が，だれにとっても生まれてから生涯を全うするまで，暮らし

やすい場となること」への想いを込めて，地域健康福祉像を「だれもが その人らしく 住み慣れた地

域で 共に いきいきと暮らせるまち 柏」と定め，地域福祉を推進してきました。 

本計画では，第３期計画から掲げる目指す地域健康福祉像を継承し，地域共生社会の実現に向け，

地域健康福祉の推進を目指します。 

 
構成要素 構成要素に含まれる意味や想い 

だれもが 
年齢・性別・障害の有無・国籍などを超えた全ての人を対象に考えて

いくという意味を込めています。 

その人らしく 
一人ひとりが持つ能力を最大限に生かして，心豊かに自分らしく生

きていける社会にしていきたいという想いを込めています。 

住み慣れた地域で 

柏に慣れ親しみ，愛着を持っていただいた地域で，高齢や障害等に

より，他者のサポートが必要になったとしてもいつまでも暮らしてい

けるようにという想いを込めています。 

共に 

多様な人々や資源（関係機関）がつながり ，共に助けあい支えあう

「共助」の関係をもちながら暮らしていけるようにという想いを込め

ています。 

いきいきと暮らせるまち 

社会から孤立することなく，多様な主体との関わりの中で生きがい

を持ち， 安心して暮らせるまちになるようにという想いを込めてい

ます。 

 

地域健康福祉像 1 
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２ ４つの基本方針 

 

国は地域共生社会の実現に向けた取組の視点として，「地域課題の解決力の強化」，「地域丸ごと

のつながりの強化」，「地域を基盤とする包括的支援の強化」，「専門人材の機能強化・最大活用」の４

つの骨格を示しています。 

これら国の方針を踏まえた上で，本市では地域共生社会及び地域健康福祉像の実現に向けて，４

つの基本方針とこれらに基づく基本施策を定めた上で，取組を推進していきます。 

 

 

 
 

４つの基本方針 ２ 
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３ 計画の体系 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画の体系 3 
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第 ４ 章  

基本方針別の基本施策と取組の推進 
 

基本書の見方について 

 

 

（１） 基本方針（柱１）：だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 

 

だれもが地域の課題に関心を持ち，主体的に参画し，解決につなげることができるよう，市民が地

域課題や地域の活動について知る・学べる機会を増やすとともに，活動に参加意欲がある人の仲間

づくりや，地域での活動等に参加・経験できるような仕組みづくりを行います。これにより，市民の福

祉意識を高め，市民同士や団体間の交流を促進し，支えあいや助けあいの活動に積極的に取り組む

ことで，相互に連携しながら，みんなで支え合う地域づくりを目指します。 

 

（１） 市の現状・課題 

 地域の支え合いの重要性に対する市民意識は向上傾向がありますが，さらなるつながりによ

り，親密な関係性（隣近所の人々と親しく付き合い助け合いながら共に生活すること）を求めて

いる傾向が見られます。そのため，地域内でのコミュニケーションを促進し，信頼関係を強化す

るための取組が必要です。  

 ボランティア活動については，活動に関心や意欲があるものの，機会を喪失している現状が見

られます。これまで参加経験のない市民が参加しやすいように，容易に取り組めるような，参加

へのハードルを下げる制度づくりなどを行い，活動の促進を図る必要があります。  

 

（２） 基本施策と施策展開の方向性 

基本施策 施策展開の方向性 

① 

地域での支えあい，助けあいに

向けた気づき・学びの場と活動

の促進 

▷地域住民が地域生活課題を学び・共有できる場の提供 

▷地域交流・居場所づくりの推進 

▷市民参加による地域活動の活性化に向けた取組の強化 

② 
地域福祉を担う人材の掘り起こ

しと育成・活躍支援 

▷新たな「担い手」「つなぎ手」の養成 

▷地域福祉に携わる関係者同士の連携強化 

▷地域課題の解決に関わる多様なサポーターの育成と確保 

 

基本方針別の基本施策と取組 １ 

基本方針１：だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 

本章の見方について 

【市の現状・課題】 

本方針が設定された背景について，各種調査から得

られた現状と課題の考察を説明しています。 

【基本方針】 

地域健康福祉の推進に向けて，４つの基本方針を設

定しており，基本方針別に考え方を示しています。 
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地域住民が地域生活課題に気づき，学びを深める場を提供するとともに，住民同士のつながりを

育み，交流や居場所づくりを推進します。これにより，地域での支えあいや助けあいの意識を醸成

し，住民参加による地域活動の活性化に向けた取組を強化していきます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

男女共同参画促進のための啓発事業の実施 

男女共同参画センターにおいて，関心の持たれやすいテーマを取り

入れながら，講座の開催や情報発信により，女性活躍や性の多様

性などへの理解促進を図ります。 

共生・交流推進センタ

ー 
 

生活支援体制整備事業 
高齢者の支援ニーズと地域資源をマッチングするために，地域資源の発掘

及び開発やネットワークを構築し，多様な生活支援の充実を図ります。 
地域包括支援課 ○ 

 

基本施策１：地域での支えあい，助けあいに向けた気づき・学びの場と活動の促進 

【基本施策】 
各基本施策の考え方を示しています。 

【基本施策の推進に向けた各課の取組】 
基本施策の推進に関係している事業を一覧で掲載してお

り，重層的支援体制整備事業の交付金対象事業には○を

付けています。 

【施策推進に向けた共創型オーガナイズアクション】 
共創型オーガナイズアクションとは，多様な立場や専門知

識を持つ人々や市民，地域，企業等が対話しながら共同で

施策の推進に取り組むことを目指すものです。成果の実現

に向けて起こしていきたい気持ちや行動の過程を記載して

います。 

【基本施策の実現に向けた主な取組】 

基本施策の取組状況を測る指標となる事業を「主な取

組」として，各施策に１つ設定しています。 

【主な取組（事業）】 

内容，担当（事業の所管機関），令和12年度時点の目標

数値，重層的支援体制整備事業交付金の対象事業か否

か，を示しています。 
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１ 基本方針別の基本施策と取組 

 

（２） 基本方針（柱１）：だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 

だれもが地域の課題に関心を持ち，主体的に参画し，解決につなげることができるよう，市民が地

域課題や地域の活動について知る・学べる機会を増やすとともに，活動に参加意欲がある人の仲間

づくりや，地域での活動等に参加・経験できるような仕組みづくりを行います。これにより，市民の福

祉意識を高め，市民同士や団体間の交流を促進し，支えあいや助けあいの活動に積極的に取り組む

ことで，相互に連携しながら，みんなで支え合う地域づくりを目指します。 

 

（１） 市の現状・課題 

 地域の支え合いの重要性に対する市民意識は向上傾向がありますが，さらなるつながりによ

り，親密な関係性（隣近所の人々と親しく付き合い助け合いながら共に生活すること）を求めて

いる傾向が見られます。そのため，地域内でのコミュニケーションを促進し，信頼関係を強化す

るための取組が必要です。  

 ボランティア活動については，活動に関心や意欲があるものの，機会を喪失している現状が見

られます。これまで参加経験のない市民が参加しやすいように，容易に取り組めるような，参加

へのハードルを下げる制度づくりなどを行い，活動の促進を図る必要があります。  

 地域の現状や課題，既存の取組内容を可視化し，行政，地域住民，地域団体・企業等と，対話を

通じて共有できる場づくりが重要となります。また，対話の場をきっかけに，地域への理解を深

めながら，多様な個々の人材と柔軟に連携し，主体的に行動できる人材の育成・確保につなげ

ていくことが重要です。  

 

（２） 基本施策と施策展開の方向性 

基本施策 施策展開の方向性 

① 

地域での支えあい，助けあい

に向けた気づき・学びの場と

活動の促進 

▷地域住民が地域生活課題を学び・共有できる場の提供 

▷地域交流・居場所づくりの推進 

▷市民参加による地域活動の活性化に向けた取組の強化 

② 
地域福祉を担う人材の掘り起

こしと育成・活躍支援 

▷新たな「担い手」「つなぎ手」の養成 

▷地域福祉に携わる関係者同士の連携強化 

▷地域課題の解決に関わる多様なサポーターの育成と確保 

③ 

地域における多様な主体との

包括的連携体制の構築と活動

支援 

▷福祉活動団体や企業等を含む包括的な連携体制の推進 

▷地域福祉団体への活動支援 

▷住民主体による地域活動の活性化に向けた取組の強化 

 
 

基本方針別の基本施策と取組 １ 

基本方針１：だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 
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地域住民が地域生活課題に気づき，学びを深める場を提供するとともに，住民同士のつながりを

育み，交流や居場所づくりを推進します。これにより，地域での支えあいや助けあいの意識を醸成

し，住民参加による地域活動の活性化に向けた取組を強化していきます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策１：地域での支えあい，助けあいに向けた気づき・学びの場と活動の促進 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

男女共同参画促進のための啓発事業の実施 
男女共同参画センターにおいて，関心の持たれやすいテーマを取り入れなが

ら，講座の開催や情報発信により，女性活躍や性の多様性などへの理解促進

を図ります。 

共生・交流推進センター  

ふるさと協議会20連合会定例会等開催 
ふるさと協議会を活性化し，地域課題解決型の取組を支援します。また，地域

づくりに参画する新たな人材の発掘と育成を進め，市民参加型の地域づくり

の実現を目指します。 

市民活動支援課  

町会等支援事業 
転入手続きの際に，窓口で町会等加入促進のチラシを配付するなど，町会の

活動の周知や，町会等への加入促進，町会活動の活性化を支援します。 

また，新たに町会・自治会・区等の会長に就任される人を対象とした町会等の

運営や活動に関する勉強会を開催し，先進的な事業を行っている町会等の活

動事例を共有する場を設けます。 

市民活動支援課  

地域づくり推進事業 
まちづくり活動に関する専門的人材である市民協働支援員や地域づくりコー

ディネーターを市内各所に派遣し,地域の課題解決の取組を支援します。また，

そのための財政支援等の事業を展開していきます。地縁団体と他の活動団体

の連携促進のため，橋渡しの役割を果たします。 

市民活動支援課  

消費者教育事業 
柏市消費者教育推進連絡会（教育委員会と連携）及び柏市消費者行政推進協

議会を開催します。柏市消費生活コーディネーター及び柏市消費生活サポータ

ー21が地域で行う活動を支援します。 

消費生活センター  

介護予防センター運営 
高齢者が住み慣れた地域でいつまでも暮らせるよう，多様な社会参加の場の

提供や地域の介護予防活動等を支援します。 
地域包括支援課  

地域ケア会議 
地域包括ケアシステム22を実現するため，地域の医療・介護に関わる多職種等

が，専門知見を共有しながら，「個別ケースの支援」及び「地域に生じる課題」に

ついて検討し，ネットワークの構築を推進する会議を運営します。 

地域包括支援課  

生活支援体制整備事業 
高齢者の支援ニーズと地域資源をマッチングするために，地域資源の発掘及

び開発やネットワークを構築し，多様な生活支援の充実を図ります。 
地域包括支援課 ○ 

柏市民生委員・児童委員の活動支援 
市民の身近な相談役，つなぎ役として地域で活動する民生委員・児童委員の

活動を支援します。民生委員活動を周知し，欠員をできるだけなくすことで活

動しやすい環境づくりに努めます。 

福祉政策課  

防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ事業 
避難行動要支援者23のうち，地域の支援者への情報提供に同意した人の情報

を平常時から提供することで，災害発生時や災害の発生が予想される時に安

否確認や避難支援を地域の支援者と実施します。 

登録者をとりまとめ，地域の支援者に情報提供を行うとともに，平常時からの

支援体制構築などを支援します。 

福祉政策課  

 
 
 

 
20 昭和55年以降，心のふれ合ういきいきとした住みよいまちづくりを市民と行政が一体となって推進していく「ふるさと運動」の推進組織として，各地

域に設立，近隣センターを拠点にして地域の実情に応じたさまざまな活動を実施 
21 地域の消費者リーダーとして各ふるさと協議会会長から推薦され，市長から委嘱を受けた人。地域の人と連携しながら消費生活センターに寄せられる

最新の情報を市民に伝え，市民からの情報をセンターに届けるなど，柏市民の安全・安心を守るための活動をする 
22 支援が必要な高齢者等に対し，生活上の安全・安心・健康を確保するために，福祉サービスを含めたさまざまな生活支援サービスが適切に提供できる

ような地域での体制のこと 
23 災害が発生した場合，又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な人であって，その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に

支援を要する人 
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取組・内容 担当 重層 

福祉喫茶コーナーの運営事業 
公共施設に障害者が就労・作業する福祉喫茶コーナーを設置し，障害者の社会

参加を促進するとともに，来館者との交流等を通じて市民の障害理解を深め

ます。 

障害福祉課  

障害理解啓発イベントの実施 
地域住民の障害理解を深めるともに，障害者の社会参加や交流の機会を創出

するため，障害者週間等にイベント等を実施します。 
障害福祉課  

ヘルプマーク・カードの配付 
地域住民の理解と協力を得るため，外見からでは援助や配慮が必要であるこ

とがわかりにくい人について，周囲の人に配慮等を必要としていることを知ら

せるヘルプマークや，本人の状態や必要な配慮等について記入するヘルプカ

ードを配付します。 

障害福祉課  

通いの場の運営支援 
高齢者をはじめとする地域の人が元気にいきいきと暮らせるよう，地域住民

を主体に活動している通いの場の運営を支援します。 
柏市社会福祉協議会 ○ 

地区社会福祉協議会24支援事業 
各地区にCSW25（コミュニティソーシャルワーカー）を配置し，地区社会福祉協

議会をはじめとした地域団体が実施する地域福祉活動を支援します。 
柏市社会福祉協議会  

地域いきいきセンターの運営 
身近な福祉の相談窓口として，地域組織と連携し，地域の支えあい活動の推

進や地域づくりを進めます。 
柏市社会福祉協議会  

住民参加型在宅福祉サービス事業（さわやかサービス事業） 
高齢者や障害者，妊産婦が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう，住民相

互の助けあいを基本とする会員制の在宅福祉サービスとして，生活支援や介

護，産前産後支援を行います。 

柏市社会福祉協議会  

福祉教育事業 
我が事意識の醸成（じょうせい）を目指し，ボランティア体験やイベント等を通

じて，世代に応じた福祉教育に取り組みます。 
柏市社会福祉協議会  

 
 

  

 
24 地域住民や自治会・町内会，民生委員・児童委員，その他地区の各種団体から選出された代表者によって構成された，地域の中の支え合いの輪を育て

ていくための団体 
25 関係専門機関や地域に住む人々と連携して，地域の困りごとを支援する相談員 
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持続可能な地域福祉づくりに向けて，人材育成に加え，新たな「担い手」や「つなぎ手」を発掘する

とともに，育成した人材が活躍できる支援体制を構築します。また，関係者同士の連携を強化し，地

域課題の解決に向けた多様なサポーターの育成と確保を進めます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 
 
 
 

基本施策２：地域福祉を担う人材の掘り起こしと育成・活躍支援 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

地域づくり推進事業 
まちづくり活動に関する専門的人材である市民協働支援員や地域づくりコー

ディネーターを市内各所に派遣し,地域の課題解決の取組を支援します。また，

そのための財政支援等の事業を展開していきます。地縁団体と他の活動団体

の連携促進のため，橋渡しの役割を果たします。 

市民活動支援課  

柏市訪問型生活支援サポーター26（かじサポ）の養成 
介護の人材不足を解消するため，専門の資格がなくても介護現場に就職する

ことができるかじサポを養成します。 
地域包括支援課  

認知症サポーター27養成講座 
認知症及び認知症の人について正しく理解した応援者「認知症サポーター」を

増やし，認知症にやさしいまちづくりを進めます。 
地域包括支援課  

自殺対策ゲートキーパーの養成 
悩んでいる人に気づく，声を掛けるなど，適切な支援につなげるゲートキーパ

ーを養成します。また，市民の３人に１人が「ゲートキーパーという言葉を聞い

たことがある」状態となるよう普及啓発への取組を強化します。 

福祉政策課  

意思疎通支援者の養成 
コミュニケーション支援が必要な障害者の意思疎通等を支援できる人材を確

保するため，各種養成講座を開催します。 
障害福祉課  

柏市市民後見人の育成・活躍支援 
柏市社会福祉協議会が設置する「かしわ権利擁護センター」において，市民後

見人として地域で活躍できる人材を増やすことを目的に，市民後見人養成講

座の実施や，研修後のフォローアップ，実施指導を行い，専門職以外の担い手

を育成します。 

地域包括支援課 

障害福祉課 
 

子育て支援団体（支援者）の育成及びネットワーク活動支援 
第三期柏市子ども・子育て支援事業計画（令和７年３月）に基づき，子育て支援

をしたいと考えている人等に向け情報提供や各種研修を行い，子育て支援者

を育成します。また，市民実行委員による子育て情報誌の作成や子どもの育ち

や子育てに関するフォーラムの企画・運営を通して構築される，子育て当事

者・子育て支援団体等のネットワーク活動を支援します。 

子育て支援課  

ボランティアセンターの運営 
地域やボランティア活動への関心を高めるとともに，ボランティアに関する講

座の実施や情報提供，活動支援を実施し，幅広い人材の育成と参加を促進し

ます。 

柏市社会福祉協議会  

地域いきいきセンターの運営 
身近な地域でのボランティアコーディネートや新たな人材発掘等に取り組み，

多様な人が地域の中で活躍できる体制づくりを進めます。 

柏市社会福祉協議会  

 
  

 
26 市の養成研修を受講し，介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業のヘルパーとして，比較的軽度である要支援認定者及び事業対象者の自

宅を訪問し，日常生活へのサポート（買い物，掃除，調理，洗濯など）を行います 
27 講座等を受講し，認知症に対する正しい知識と理解を持ち，地域で認知症の人やその家族に対してできる範囲で手助けする人のこと 
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地域でさまざまな課題を抱えている人たちのニーズに応じた，より柔軟な支援の実現に向けて，

行政による公的支援に加え，地域住民やＮＰＯ，ボランティア，民間企業等の担い手による公的制度

にとらわれないインフォーマルな支援ができるよう，地域団体，市民，企業等との包括的な連携体制

を構築し，地域団体の活動や住民主体の地域活動を活性化させるための支援体制を構築します。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 

 

 

基本施策３：地域における多様な主体との包括的連携体制の構築と活動支援 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

地域づくり推進事業 
まちづくり活動に関する専門的人材である市民協働支援員や地域づくりコー

ディネーターを市内各所に派遣し,地域の課題解決の取組を支援します。また，

そのための財政支援等の事業を展開していきます。地縁団体と他の活動団体

の連携促進のため，橋渡しの役割を果たします。 

市民活動支援課  

ふるさと運動事業（ふるさと協議会等の支援） 
ふるさと協議会を活性化し，地域課題解決型の取組を支援します。また，地域

づくりに参画する新たな人材の発掘と育成を進め，市民参加型の地域づくり

の実現を目指します。 

市民活動支援課  

町会等支援事業 
転入手続きの際に，窓口で町会等加入促進のチラシを配付するなど，町会の

活動の周知を行い，町会活動の活性化を支援します。 

また，新たに町会・自治会・区等の会長に就任される人を対象とした町会等の

運営や活動に関する勉強会を開催し，先進的な事業を行っている町会等の活

動事例を共有する場を設けます。 

市民活動支援課  

地域見守りネットワーク事業 
民間事業者等が地域住民と接する活動中に異変に気付いた際，通報してもら

えるよう協定を締結し，必要に応じ適切な福祉サービスにつなげます。社会的

孤立を未然に防止し，地域で安心した生活ができるよう，地域全体で見守りを

行う取組を実施します。 

福祉政策課  

障害者活動センター運営事業 
障害者やボランティア団体の継続的な活動を支援するため，これらの団体が

自主的に活動する拠点を確保するとともに，団体に所属しない障害者や地域

住民との交流機会を創出します。 

障害福祉課 ○ 

障害福祉関係団体への支援・ネットワーク 
障害者やボランティア団体間のネットワークを形成し，本市や団体が実施する

事業を協働して推進するとともに，団体の活動が広がりを見せるよう支援しま

す。 

障害福祉課  

当事者団体活動助成 
障害者団体が実施する各種事業に助成を行い，事業の実施を支援します。 

障害福祉課  

地域いきいきセンターの運営 
身近な地域の中で多様な団体等との包括的な連携体制の構築に取り組むと

ともに，住民主体活動の後方支援を実施します。 

柏市社会福祉協議会  

ボランティアセンター事業の運営 
ボランティア活動の相談やボランティアコーディネート，活動団体への助成金

の交付，ボランティア活動の普及啓発，人材育成，ボランティア団体・当事者団

体との連携・支援を行います。 

柏市社会福祉協議会  

地区社会福祉協議会支援事業 
各地区にCSWを配置し，地区社会福祉協議会をはじめとした地域団体が実施

する地域福祉活動を支援します。 
柏市社会福祉協議会  

 

  



 

62 

 

（３） 基本方針（柱２）：だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり 

 

分野や対象にとらわれず，だれもが暮らしの問題について気軽に相談でき，多様な生活上の課題

に応じて的確な支援が受けられ，解決につなげられる仕組みづくりを行います。また，地域の資源を

効果的につなげるため，行政からの一方向だけの情報発信だけでなく，地域福祉のプラットフォーム

28として市民との積極的な対話の場づくりを行いながら，市民や地域（町会等），福祉関係者，行政と

の連携を図るとともに，庁内等連携会議により行政内の連携を図り，相談体制を拡充します。 

（１）市の現状・課題 

 健康・福祉情報の入手のしづらさは前回調査より改善されてきているものの， 複雑化・複合化

した課題をどこに相談すればよいかわからないといったケースも増えています。市民に必要な

正しい情報をわかりやすく適切に届け，アクセスの容易な支援体制を構築することが必要です。 

  「身近な相談相手」としては，家族が大多数を占めていますが，少子高齢化が加速する中で，社

会的に孤立する人の増加が懸念されます。家族や友人といった近しい間柄以外の相談相手や

相談機関とのつながりを持つためのきっかけづくりを行うとともに，情報や相談機関にアクセ

スしづらい社会的弱者にも配慮した仕組みづくりが必要です。 

  「だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり」をより推進していくには， 分野

にとらわれない相談窓口等の相談体制や，個別支援に対応できる仕組みの充実が求められま

す。日頃から地域との交流やつながりを持てる場の充実等を図ることで，困ったときにすぐ相

談できる関係や環境を構築していく必要があります。 

（２）基本施策と施策展開の方向性 

基本施策 施策展開の方向性 

① 
分野や対象にとらわれず困

りごとを丸ごと相談できる

体制の充実 

▷福祉の総合相談窓口の機能強化 

▷地域生活課題に取り組む関係者による分野横断的な連携

支援体制の強化 

▷福祉関係者などの相談支援スキル及び質の向上 

② 
課題の早期発見と切れ目の

ないサポート体制の構築 

▷福祉サービスの充実と提供体制の構築 

▷地域生活課題や住民の個別課題を発見・把握する仕組みの

充実 

▷地域生活課題や住民の個別課題を解決する活動の充実 

③ 
必要な情報を届けるための

対話の場づくりと情報発信

の充実 

▷地域との交流やつながりを持てる場や機会の充実 

▷福祉情報のわかりやすい発信 

 
 

 
28 住民同士の支えあい・助けあいや多様な主体の連携・協働を推進するために，お互いを「知り」，お互いが「つながり」，共に「行動する」ことを実現

していくための場 

基本方針２：だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり 
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市民が抱える複合的な課題を，丸ごと受け止めながら迅速な支援につなげていくために，関係者

間の分野横断的な連携体制を整備し，福祉の総合相談窓口の体制を強化します。また，福祉関係者

の相談支援スキルの向上を図り，市民が身近な場所で気軽に困りごとを相談できる環境づくりを進

めます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 

 

 

 

 

 

基本施策１：分野や対象にとらわれず困りごとを丸ごと相談できる体制の充実 



 

64 

 

■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

外国人相談窓口の運営 
外国人アドバイザーによる，外国人住民が行政手続きを行う際の通訳等のサ

ポートや，日常生活の困りごとに関する相談支援を行います。 
共生・交流推進センター  

男女共同参画推進のための相談事業 
家庭や職場などでの女性の悩み事などに対して，専門の女性カウンセラーが

相談に応じる「女性のこころと生き方相談」を実施し，関係機関と連携しなが

ら支援します。 

共生・交流推進センター  

消費生活相談事業 
消費生活相談員による消費生活相談や，消費生活相談員に対する研修を実施

します。全国消費生活情報ネットワークシステムへ消費生活相談内容を適正に

報告します。 

消費生活センター  

介護支援専門員支援事業 
柏市介護支援専門員協議会と連携の上, 地域包括支援センター単位で，地域

包括ケア地区別研修会，事例検討会等の実施及び市域での主任介護支援専門

員研修会を行い，介護支援専門員の資質向上と多職種・多機関と連携し，高齢

者の自立支援・重度化防止を適切かつ効果的に実施できるネットワークづくり

を行います。 

地域包括支援課  

高齢者の総合相談（地域包括支援センター） 
地域包括支援センターの専門職が高齢者のさまざまな相談を受け，行政の関

係部署，医療機関，介護サービス事業所，地域の関係機関と連携し，支援しま

す。そのために，関係機関とのネットワーク構築や地域への啓発活動，支援の

質向上のための研修等を行います。 

地域包括支援課 〇 

妊娠子育て相談 
妊娠期から子育て期にわたるまでの相談支援を実施します。妊娠届出時に専

門職による面談を実施し，支援の必要な妊婦には，関係機関との連携による

支援を早期に実施します。 

母子保健課 ○ 

悩み相談ＡＩチャットシステム 
福祉の総合相談窓口に「悩み相談AIチャットシステム」を導入し，対人による相

談へのハードルが高い人への支援を行います。相談分野を問わず，AIが相談

者の悩みを傾聴し，心が軽くなるツールのひとつとして利用できる環境を整

備します。 

福祉政策課 ○ 

自立支援協議会相談支援部会の運営支援 
相談支援体制強化のため，基幹相談支援センター29を中心に相談支援専門員

の支援スキル向上に資する研修会等の企画・運営を行い，ケアマネジメントに

従事する質の高い相談支援人材の養成・確保を行います。 

障害福祉課  

障害者の福祉に関する相談窓口（地域生活支援拠点） 
地域の身近な障害福祉に関する相談窓口を設置し，さまざまな障害福祉に関

する相談に応じます。また，緊急時を含め24時間365日対応できる体制と

し，地域での生活の安心につなげます。 

障害福祉課 〇 

かしまるネット30（ビデオ通話相談） 
各専門相談支援機関の窓口で，複合課題を抱える相談者をその場で他の専門

相談支援機関へつなぎ，本人を含めた複数機関で同時に相談でき，相談者が

たらい回しにならない相談体制を整えます。 

生活支援課 〇 

地域生活支援センター事業（生活困窮者自立相談支援等） 
生活困窮及び生活困窮に陥りそうな人からの相談に応じ，相談者が抱えてい

る課題を解決するために支援計画を作成し，市内外のさまざまな制度の利用

や関係機関との連携を行いながら，自立へ向けた伴走型の支援を行っていき

ます。 

生活支援課 ○ 

 
 

 
29 地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として，障害者等からの一般的な相談支援のほか，地域の相談支援従事者に対する助言等の支援者支

援や自立支援協議会に関与した地域づくり業務を行うセンター 
30 市内各地にある福祉の一部専門相談機関の窓口で，各相談機関同士や市の生活支援課等とビデオ通話により相談ができるサービス 
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取組・内容 担当 重層 

利用者支援事業（子育て支援アドバイザー） 
子ども及びその保護者や妊婦等が，教育・保育施設や地域の子育て支援事業

等を円滑に利用できるよう，身近な場所で情報提供等を行い，併せて相談・助

言等を行うとともに，関係機関との連絡調整等を実施・支援する利用者支援

事業（子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業の１つ）の基

本型を行います。 

子育て支援課 ○ 

子どもに関する総合相談窓口の設置【（仮称）柏市こども若者相談セン

ター）】 
（仮称）柏市こども・若者相談センター内で子どもに関するあらゆる相談に対

応し，全ての子どもや家庭を取り残すことなく，妊娠，出生から子どもの自立

まで，一貫した継続性のある，切れ目ない相談・支援体制の充実を図ります。 

こども相談センター  

心配ごと相談事業 
民生委員などが相談員となり，日常生活における身近な相談窓口として，さま

ざまな悩み事や心配ごとを傾聴し，アドバイスや適切な窓口の案内を実施しま

す。 

柏市社会福祉協議会  

地域いきいきセンター運営 
身近な福祉の総合相談窓口として分野を問わず相談を受け止め，専門機関へ

の橋渡しや必要に応じた伴走支援を実施します。円滑な支援体制を築くため，

関係機関との連携強化に取り組みます。 

柏市社会福祉協議会  
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 地域と連携した見守り活動により，地域生活課題や市民の個別課題を発見・把握する仕組みづく

りを行うとともに，庁内連携会議などを通じた行政内での連携体制を構築します。これにより，福祉

サービスの充実と，切れ目のない支援体制を構築します。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策２：課題の早期発見と切れ目のないサポート体制の構築 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

高齢者の総合相談事業（地域包括支援センター） 
地域包括支援センターの専門職が高齢者のさまざまな相談を受け，行政の関

係部署や医療機関，介護サービス事業所，地域の関係機関と連携し，支援しま

す。そのために，関係機関とのネットワーク構築や地域への啓発活動，支援の

質向上のための研修等を行います。 

地域包括支援課 〇 

柏市市民後見推進事業 
成年後見制度の一環として，財産の管理や日々の生活を支援する市民後見人

等を養成・育成し，権利擁護ネットワークへの市民参画を推進します。 

地域包括支援課 

障害福祉課 
 

地域ケア会議の推進 
高齢者が安心して生活できるように，多職種協働により，個別課題の解決や自

立支援・重度化防止のためのケアマネジメントを推進していきます。また，これ

らを通して地域課題を把握し，地域関係者と情報共有や地域における対策を

検討していきます。 

地域包括支援課  

在宅医療・介護連携推進事業 
医療・介護の多職種連携を深め,在宅医療を中心とした地域医療体制の整備を

推進するため,「在宅医療・介護多職種連携協議会」を設置し，多職種連携のル

ールづくりを行うとともに，医療・介護多職種連携のための情報共有システム

の普及，多職種研修の企画運営，市民向けの在宅医療の普及啓発活動を行い

ます。また，柏地域医療連携センターを地域医療の拠点として，在宅医療や介

護に関する相談対応，在宅医療が必要な市民への調整支援を行います。 

地域医療推進課  

多機関協働事業の推進 
複雑化・複合化した課題を持った世帯等に対し，課題の解きほぐしを行いま

す。また，かしまる会議の開催に向けて必要な支援機関の選出，役割分担と支

援の方向性の整理・調整，支援プランの作成，プランに基づくチーム支援の実

施等を行います。 

福祉政策課 ○ 

柏市民生委員・児童委員の活動支援 
市民の身近な相談役，つなぎ役として地域で活動する民生委員・児童委員の

活動を支援します。民生委員活動を周知し，欠員をできるだけなくすことで活

動しやすい環境づくりに努めます。 

福祉政策課  

再犯防止計画の策定・運用 
市の実情に応じた再犯防止計画に基づき，犯罪をした人の社会復帰に向けた

支援や地域全体での再犯防止に向けた取組体制について示すとともに，関係

支援機関等との連携，協力関係づくりや活動を促進します。 

福祉政策課  

社会参加・アウトリーチの推進（あ・えーるワークス） 
ひきこもりをはじめとした，相談支援につながっていない世帯について，福祉

の総合相談などの相談支援機関との連携によりアウトリーチを行い，課題の

さらなる重篤化を防ぎます。訪問支援などを行い信頼関係を築きながら，福

祉サービスのつなぎや社会参加支援を行います。 

障害福祉課 〇 

地域生活支援拠点の運営 
障害者の相談・体験の機会，緊急の対応等，障害者の地域生活を一体的に支え

る地域生活支援拠点を中核とし，市内の関係事業者，医療機関，関係団体・機

関等が有機的に結びつく「地域循環ネットワークシステム」の構築を目指しま

す。 

障害福祉課 ○ 

就労準備支援事業 
就労に向けた準備が整っていない生活困窮者及び生活保護受給者に対して，

一般就労に向けた基礎的能力の習得をサポートしながら，利用者に合わせた

支援を行います。 

生活支援課  

利用者支援事業（子育て支援アドバイザー） 
子ども及びその保護者や妊婦等が，教育・保育施設や地域の子育て支援事業

等を円滑に利用できるよう，身近な場所で情報提供等を行い，併せて相談・助

言等を行うとともに，関係機関との連絡調整等を実施・支援する利用者支援

事業（子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業の１つ）の基

本型を行います。 

子育て支援課 〇 
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取組・内容 担当 重層 

子どもの家庭相談・支援体制の強化【（仮称）柏市こども・若者相談セ

ンター】 
（仮称）柏市こども・若者相談センターで子どもに関するあらゆる相談に対応

し，全ての子どもや家庭を取り残すことなく，妊娠，出産から子どもの自立ま

で，一貫して継続性のある，切れ目ない相談・支援体制の充実を図ります。 

こども相談センター  

福祉資金，生活福祉資金貸付事業 
一時的に経済的な課題を抱える世帯や高齢者・障害者等で生活費，車両・福祉

用具の購入費，住宅改修費等が必要な人に対して，資金を貸付するとともに，

複合的な福祉課題について適切なつなぎ等，課題解決の支援に取り組みま

す。 

柏市社会福祉協議会  
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 市民の現状やニーズを適切に把握しながら，必要な情報が適切に届くようにするために，行政か

らの一方向だけの情報発信だけでなく，地域福祉のプラットフォームとして，市民との積極的な対話

の場づくりを行うとともに，関係部署が連携しながら情報発信の充実を図ります。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 
 
 
 
 
 
 

基本施策３：必要な情報を届けるための対話の場づくりと情報発信の充実 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

災害情報発信事業 
災害時には，ライフラインの損傷等が想定されることから，防災行政無線やＳＮ

Ｓ，ホームページ等の複数の情報伝達ツールを用いた積極的な情報発信に努

めます。また，防災アプリを用いた情報発信等，情報伝達手段の拡充に努めま

す。 

防災安全課 

広報広聴課 
 

介護保険制度の適切な利用等についての周知啓発 
介護保険制度の趣旨及び適切な利用の普及を図るため，市民向けパンフレッ

ト等の作成・配布，市民出前講座の実施等により，市民への制度説明を行いま

す。 

高齢者支援課  

地域包括支援センターの周知 
課題の早期発見のため，全世代に向け，地域包括支援センターを周知していき

ます。 
地域包括支援課 ○ 

柏市民健康づくり推進員 

地域ぐるみの子育て支援活動や健康づくり活動を保健師等と一緒に実施しま

す。 
健康増進課  

社会参加支援事業 
ラコルタ柏（柏市教育福祉会館）を拠点として活用し，地域住民の生活上の課

題の解決に資する市民や各種団体，企業等の活動の支援及び社会参加の促進

を図ります。既存の単独イベント開催をはじめ，テーマに沿って複数の地域団

体や地域住民，企業等がイベントを共同開催し，団体同士の連携強化や関係性

の構築のために必要な支援を進めます。 

福祉政策課 〇 

地域活動コーディネート支援事業 
要支援者が必要なサポートを受けられるよう「多様な地域活動」と「多様な地

域プレイヤー」を生み出すきっかけづくりを行い，コーディネートができる体制

づくりや人材育成を行います。 

福祉政策課 ○ 

自殺予防対策事業及びその事業に係る柏市相談窓口の周知啓発 
インターネットで自殺等に関する検索をした人，児童生徒・その保護者，自死遺

族等さまざまな属性の人に，メール・冊子・チラシ・動画等の手段で啓発を行い

ます。 

また，困りごと別に相談先を案内する冊子「柏市相談窓口（地図付き）」を作成

し，関係機関へ配布します。 

福祉政策課  

意思疎通支援事業（意思疎通支援者の派遣） 
聴覚，言語機能，音声機能，その他の障害のため，意思の疎通を図ることに支

障がある人や失語症31の人に，本人の状態に応じた意思疎通支援者の派遣等

を行い，意思疎通の円滑化を図ります。 

障害福祉課  

障害に配慮した情報提供の充実 
点字広報や声の広報の発行等を通じて，障害に配慮した情報発信ルートを確

保するとともに，専門的情報提供に従事する人材育成を行います。 

障害福祉課  

 
 
 
 
 
 
 

 
31 脳卒中や頭部外傷等の後遺症により「話す」「聞く」「読む」「書く」といった言語機能に障害がある状態 
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基本方針（柱３）：だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり 

子どもから高齢者まで，だれもが住み慣れた地域でいきいきと暮らせるために，地域医療の充実

を図るとともに，ライフステージや個人の心身の状態に合わせながら，予防の視点をより重視した健

康づくりを推進します。また，「受け手」・「支え手」といった役割を固定することなく，その人に合った

形で活躍できる場づくりを行いながら，地域住民と共に地域課題の解決につながる活動を推進し，

地域での健康で自立した生活を支援していきます。 

 

（１） 市の現状・課題 

 「健康だと感じている」人の割合は，第4期の中間評価時点より減少傾向にあります。新型コロ

ナウイルスの感染拡大により， 社会活動の低下やつながりが希薄化したことで， 不安や悩み

などのストレスが増え， 心身の不調を感じる人の割合が増加していることも影響していると考

えられます。身体的な健康に加え，心理面や人とのつながりなどの社会面での健康づくりが重

要です。 

 「だれもが健康でいきいきと暮せる地域づくり」をより推進していくためには，各種施策の推進

において，「受け手」・「支え手」といった役割を固定することなく，市民一人ひとりが主体的に

参画し，互いに連携しながら地域全体で健康づくりを支え，推進していく環境づくりを行う必

要があります。 

 本市の地域活動の充実度に対する市民の評価は比較的高く，社会参加のきっかけとして，地域

の居場所の一つである「ラコルタ柏（柏市教育福祉会館）」 の利用者も増えてきています。一

方，市民アンケート調査では，地域活動以外の本市の地域福祉に関する取組は「充実していな

い」または「わからない」という回答が半数以上を占めています。市民の健康度を高めるために

も，市民ニーズを把握しながら，取組内容の周知を図り，必要な施策を充実・強化することが重

要です。 

（２）基本施策と施策展開の方向性 

基本施策 施策展開の方向性 

① 
地域を核とした心身の健康

づくりの促進 

▷生きがい・やりがいが生まれる社会参加や交流の促進 

▷認知症への理解促進と支援体制の充実 

▷心身の健康に関する普及啓発 

② 
子どもの健やかな育ちを保

障し応援する環境構築 

▷地域における子どもの居場所づくりの拡充 

▷子ども生活・学習の支援 

▷地域内での相互援助活動の活性化 

③ 
保健・医療・福祉及び生活関

連分野の充実と連携 

▷医療や福祉の専門職と地域の連携強化 

▷介護予防・見守り活動の充実 

④ 
あらゆる人が役割を持ち自

分らしく活躍できる環境の 

構築 

▷孤立・孤独対策の強化 

▷高齢者・障害者の社会参加の促進 

基本方針３：だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり 
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ライフステージや個人の心身の状態に合わせながら市民の主体的な健康づくりを推進します。ま

た，地域を核に社会参加や交流を促進し，身体的な健康に加え，心理面や人とのつながりなどの社

会面での健康づくりを図ります。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 

 
 
 
 
 

基本施策１：地域を核とした心身の健康づくりの促進 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

高齢者の就労・社会参加促進事業 
高齢者の雇用・社会参加機会の確保を促進する「柏市生涯現役促進協議会」へ

参画し，同協議会事務局への支援等を行います。同協議会では，就労等の情報

提供を行い，高齢者の就労及び社会参加を促進します。 

健康政策課 ○ 

かしわ健康アプリ事業 
市内に住民登録のある１８歳以上を対象とした健康アプリを配信します。健康

寿命延伸に資する活動や行動へのポイント付与や，アプリを介した情報発信等

で健康意識の向上を目指します。 

健康政策課 

地域包括支援課 

健康増進課 
○ 

認知症の人と介護者の見守り体制の充実 
地域包括支援センターへの認知症地域支援推進員の配置や「かしわオレンジＳ

ＯＳネットワーク32」の推進，各種相談窓口との連携により，地域で暮らす認知

症の人や介護者の日常生活を地域で見守り，孤立しないよう環境づくりを推

進します。 

地域包括支援課 ○ 

認知症理解の促進 
市民や企業への認知症サポーター養成講座の実施やかしわ認知症対応ガイド

ブックの活用，認知機能簡易チェック（かしわもの忘れチェック），ＳＮＳ配信な

どにより認知症相談窓口を広く周知することで，認知症になっても安心して暮

らし続けることができるまちづくりを推進します。 

地域包括支援課 ○ 

健康づくり普及啓発 
多様な機会を捉えて，がんや生活習慣病の予防について，普及啓発を推進し

ます。 
健康増進課  

特定健康診査及び特定保健指導事業 
４０～７４歳の柏市国民健康保険被保険者を対象に「メタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群）」に着目した特定健康診査を実施し，健診結果に応じた医

師や保健師，管理栄養士が行う生活習慣改善のサポートとして特定保健指導

を実施することにより生活習慣病の発症及び重症化を予防します。 

健康増進課  

自殺予防対策事業 
事前予防を中心とし，普及啓発や人材育成，相談事業，遺族支援などを実施し

ていきます。また，外部委員を含めた自殺予防対策連絡会議を開催し，施策の

検証・評価，今後の自殺対策事業の方向性を検討します。 

福祉政策課  

通いの場の運営支援 
高齢者をはじめとする地域の人が，元気にいきいきと暮らせるよう，地域住民

を主体に活動している通いの場の運営を支援します。 
柏市社会福祉協議会 ○ 

 

 
32 柏市及び柏警察署，その他関係機関・団体が一体となり，行方不明になった認知症高齢者及び若年性認知症者を早期に発見し生命・身体の安全を確保

し，必要な援助につなげていくサービス 



 

74 

 

 
 

 子どもと保護者が心身の健康を維持・増進できるように，切れ目のないきめ細かな支援を充実し

ていきます。また，地域における子どもの居場所づくりを拡充するとともに，地域内での相互援助活

動の活性化を図ります。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 

 

 

 

 

 

基本施策２：子どもの健やかな育ちを保障し応援する環境構築 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

こどもの生活・学習支援 
「貧困の連鎖」を防止するため，生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の中学

2年生から高校生までを対象に，学習支援事業を実施します。特に中学生に

は，社会性を身に付けることに加え，高校受験に向けた学力向上を支援しま

す。また，高校生には高校中退防止及び進路選択のきっかけづくりを行いま

す。 

生活支援課  

地域子育て支援拠点事業（親子，親同士の交流の場の創設） 
就学前の乳幼児と保護者及び妊婦が気軽に利用できる場所を開設します。親

子で楽しく遊んだり，他の親子と交流して友達をつくったり，情報交換をした

りすることができる，ゆるやかな交流の場を提供しています。また，子育てに

関する相談や，子育て情報の提供，子育てに役立つ育児講座を実施すること

で，育児に関する悩みの軽減を図ります。 

子育て支援課 ○ 

こどもの生活・学習支援 
経済面や家庭環境などに左右されることなく，子どもたちが夢や目標をもつ

ことができるように，小学４年生から中学２年生までを対象に学習会を開催し

ています。子どもたちの個性に合った支援を実施し，生活習慣と基礎学力の向

上を支援します。 

こども福祉課  

学用品支援事業 
生計や養育等に課題を抱える世帯の児童及び生徒に対し，教育機関や相談支

援機関と連携し，ランドセルなどの学用品を支給します。 
柏市社会福祉協議会  
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医療・介護・住まい・生活支援など，医療や福祉の専門職と地域との連携による支援体制を強化し

ます。また，健康面で支援が必要な地域住民の早期発見や見守り活動の充実などにより，できる限

り地域での自立した生活を支援するための環境づくりを行います。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 
 
 
 
 
 

基本施策３：保健・医療・福祉及び生活関連分野の充実と連携 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

がん対策 
柏市民のためのがんサポートハンドブックを発行するとともに，ホームページ

を通じて種々の案内を行います。 

健康政策課  

認知症の人と介護者の見守り体制の充実 
地域包括支援センターへの認知症地域支援推進員の配置や，かしわオレンジＳ

ＯＳネットワークの推進，各種相談窓口との連携により，地域で暮らす認知症

の人や介護者の日常生活を地域で見守り，孤立しないよう環境づくりを推進

します。 

地域包括支援課 ○ 

後期高齢者の健康診査やフレイルチェックを活用した介護予防 
後期高齢者健康診査等で判明したフレイルハイリスク者へアプローチし，フレイ

ル予防につなげるため，介護保険データや国保データベース（ＫＤＢ）システム

等を分析し，地域の健康課題に応じて支援します。 

地域包括支援課  

在宅医療・介護連携推進事業 
医療・介護の多職種連携を深め,在宅医療を中心とした地域医療体制の整備を

推進するため,「在宅医療・介護多職種連携協議会」を設置し，多職種連携のル

ールづくりを行うとともに，医療・介護多職種連携のための情報共有システム

の普及，多職種研修の企画運営，市民向けの在宅医療の普及・啓発活動を行

います。また，柏地域医療連携センターを地域医療の拠点として，在宅医療や

介護に関する相談対応，在宅医療が必要な市民への調整支援を行います。 

地域医療推進課  

救急医療対策事業 
小児救急をはじめとした救急医療の適切な体制確保に向け，医師会等関係団

体と継続的に協議を行います。なお，必要な費用を本市が確保し，安定的な体

制維持を図ります。 

地域医療推進課  

周産期33母子医療体制整備事業 
NICU34を設置した 「地域周産期母子医療センター」 の認定を目指す医療機

関に対して支援を行うことで，分娩リスクの高い妊婦や高度な新生児医療等

に対応できる医療体制を整備します。 

地域医療推進課  

喀痰（かくたん）吸引等の特定行為ができる障害福祉職員の育成 
医療的ケアを必要とする子どもや障害者が安心して地域生活を送ることがで

きるよう，喀痰吸引等の特定行為ができる障害福祉職員の養成を支援しま

す。 

障害福祉課  

家計改善支援 
生活困窮者自立支援制度の一事業として家計に問題を抱える生活困窮者から

の相談に応じ，家計管理の手伝いをします。具体的には，家計管理に関する支

援，滞納の解消や各種給付制度等の利用に向けた支援，債務整理に関する支

援を行います。 

生活支援課  

住民参加型在宅福祉サービス事業（さわやかサービス事業） 
住民参加型の会員制による有償在宅福祉サービスとして，生活支援・介護，産

前産後，移動支援を行います。また，地域の助けあいサービスへのつなぎや支

援，人材確保・育成などを行います。 

柏市社会福祉協議会  

 
  

 
33 出産前後のことを指し，妊娠２２週から生後７日までの期間 
34 新生児集中治療管理室のことで，予定日より早く生まれた赤ちゃん（早産児），体重が小さく生まれた赤ちゃん（低出生体重児），または何らかの疾患

のある赤ちゃんを集中的に治療・管理をする医療施設のこと 
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 子どもから高齢者まで，また社会的弱者も含め，あらゆる人がその人に合った形で活躍できる環

境づくりをすすめます。また，支え・支えられる関係が循環しながら，自分らしく活躍できる環境づく

りを進めます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 

  

 

 

 

 

 

基本施策４：あらゆる人が役割を持ち自分らしく活躍できる環境の構築 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

柏市国際交流センターの支援 
市民主体の国際化推進拠点である「柏市国際交流センター（KCC）」を通じて，

在住外国人への支援や多文化共生を推進します。 
共生・交流推進センター  

柏市パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の運用 
「多様な生き方を認め合い 個性を生かせるまち柏」の実現を目指し，だれもが

大切なパートナーや家族と共に，自分らしく暮らしていけるよう支援します。 
共生・交流推進センター  

男女共同参画促進のための啓発事業の実施 
男女共同参画センターにおいて，関心の持たれやすいテーマを取り入れなが

ら，講座の開催や情報発信により，女性活躍や性の多様性などへの理解促進

を図ります。 

共生・交流推進センター  

高齢者の就労・社会参加促進事業 
高齢者が生きがいを持って生活できるよう就労やボランティア活動，趣味活

動，学習，健康づくり等の施策の情報を一元化して，高齢者に提供し，高齢者

の就労・社会参加を促進します。同事業を推進するため，平成２８（2016）年６

月から柏市生涯現役促進協議会に参画・連携し，高齢者向けの求人開拓や高

齢者のニーズに応じたセミナーの実施，相談窓口業務，ウェブ上での情報提供

等を行っています。 

健康政策課 ○ 

社会参加支援事業 
ラコルタ柏（柏市教育福祉会館）を拠点として活用し，地域住民の生活上の課

題の解決に資する市民や各種団体，企業等の活動の支援及び社会参加の促進

を図ります。当初はイベントに参加する側だった人が，自身が主役となってイ

ベントを企画・開催し，参加者を呼び込み，さらに同様の人が増えるようなサイ

クルができるよう支援します。 

福祉政策課 ○ 

障害理解啓発イベントの実施 
障害者も自分らしく活躍するためには，地域における差別や偏見がなくなるこ

とが必要とされているため，１２月の障害者週間に合わせて，障害理解啓発イ

ベントを実施します。 

障害福祉課  

障害者の施設整備 
居住系サービスは，地域生活移行の推進や介助を行う保護者の高齢化などに

より，共同生活援助（グループホーム）へのニーズがさらに高まると予想し，見

込み量を設定します。また，法人を対象に重度障害者に対する共同生活援助

（グループホーム）について，施設の整備にかかる経費の補助を行い，財政的

支援に努めます。 

障害福祉課  

障害者就業・生活支援センター等との連携による就労相談事業 
障害者就業・生活支援センターを中核とし，さまざまな関係機関と連携しなが

ら就労と福祉の一体的な相談体制を構築し，定着支援までの一貫した就労支

援を提供します。 

障害福祉課  

生活困窮者就労準備支援 
一般就労への移行が困難な生活困窮者に対して，生活習慣形成のための指

導・訓練（日常生活に関する支援），就労の前段階としての必要な社会的能力

の習得（社会自立に関する支援），事業所での就労体験の場の提供や，一般雇

用への就職活動に向けた技法や知識の習得等の支援（就労自立に関する支

援）の３段階で，一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成を，１年間

を基本として計画的かつ一貫して支援します。 

生活支援課  

こども食堂35の活動支援／食の支援 
本市へ寄付を受けた食材を，市内のこども食堂など，子どもの居場所を提供

する団体等へ配分することで，その活動を支援します。また，個人や企業など

から，食材に限らず，紙皿や紙コップなどの使い捨て容器やキッチン用品，雑

貨などの物資の提供も受け付け，こども食堂の活動につなげていきます。 

こども福祉課  

地域いきいきセンターの運営 
身近な福祉の相談窓口の機能を生かし，世代やその背景にかかわらず活躍し

たいと思う人の相談支援を実施し，活躍の機会につなげます。 
柏市社会福祉協議会  

 
35 地域のボランティアで運営されており，子どもたちがだれでも無料又は低料金で食事をすることができたり，一緒に遊んだり，ボランティアが勉強を

教えてくれたりする居場所 
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基本方針：だれもが安全・安心に暮らせる地域づくり 

地域や人々のつながりの特性を踏まえ，住民同士の支え合いや地域コミュニティの構築を支援し，

住民の意識の醸成を図りながら地域での防災や災害時の対策を進めます。また，災害発生時に避難

行動要支援者の安全・安心を確保する避難支援体制を構築し，防犯対策などの地域安全活動や再犯

防止に向けた地域の支援環境づくりを推進します。さらに，虐待や成年後見制度等の権利擁護に関

する理解を促進し，必要な時に適切な支援につながることができる体制づくりを行い，だれもが尊重

される地域づくりと安全・安心に暮らせるための環境づくりを進めます。 

 

（１）市の現状・課題 

 生活に安心を感じている市民の割合は増加傾向にありますが，今後も市民が生活の安心感を

持てるよう，高齢者や障害者，子ども（子育て世帯）が安心して暮らせる支援体制の更なる強化

が必要です。  

 地域防災や防犯の観点では，市民の意識の向上や正しい情報を迅速に把握していく必要があ

るため，教育や啓発活動及び情報発信を継続して行うとともに，地域住民同士のつながり強化

など，地域のつながりの再構築や避難行動要支援者等の支援体制の充実が必要です。  

 全ての人の人格を尊重し，その人が自分のことを自分で決め，自分らしく生きることができる

地域社会の充実に向けて，支援施策の拡充を進めていく必要があります。  

（２）基本施策と施策展開の方向性 

基本施策 施策展開の方向性 

① 
防災対策と災害時の支援体

制の充実 

▷地域における避難行動要支援者の支援体制の充実 

▷災害時に備えた平時からの地域連携の強化 

▷災害発生時のボランティアコーディネート機能の充実 

② 地域安全活動の充実 

▷防犯対策を意識した地域環境の整備 

▷高齢者の在宅福祉サービスの充実 

▷地域の防犯対策に関する意識醸成 

③ 居住・就労・移動支援の充実 

▷就労の機会創出 

▷住宅確保要配慮者への「住まい」の支援 

▷移動支援の充実 

④ 権利擁護と虐待防止の推進 

▷虐待防止対策の推進 

▷虐待の早期発見と迅速な対応 

▷権利擁護支援の理解促進と利用促進 

 
 
 
 

基本方針４：だれもが安全・安心に暮らせる地域づくり 
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災害時に備えた平時からの地域連携を強化するとともに，災害発生時において要配慮者の安全・

安心が確保できるように，避難支援体制の構築やボランティアコーディネート機能の充実を図りま

す。また，被災後も早期に的確な復興ができるように，事前の対策を講じていきます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 
 
 
 
 

基本施策１：防災対策と災害時の支援体制の充実 



 

82 

 

■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

自主防災組織に関する事業 
防災講習会や防災訓練への職員派遣や訓練に必要な各種資機材の貸出，防災

推進員の育成（地域防災リーダー講習会の開催），自主防災組織啓発用パンフ

レットの作成・配布を行います。 

防災安全課  

町会等支援事業 
自助力・共助力の強化を図る上では自主防災組織36の活動が重要であるため,

自主防災組織の設立に対し補助金を交付し,自主防災活動が活発に行われる

よう支援します。交付は，町会等に対する補助金窓口を一本化し，市民活動支

援課にて実施します。 

また，新たに町会・自治会・区等の会長に就任する人を対象とした町会等の運

営や活動に関する勉強会を開催し，先進的な事業を行っている町会等の活動

事例を共有する場を設けます。 

市民活動支援課  

ふるさと協議会活動への支援 
災害時の避難等を迅速に行うためには，平常時から近隣住民同士の協力が不

可欠となります。そこで，平常時から地域の中のつながりがつくれるよう，ふ

るさと協議会の事業を支援します。また，避難所の運営など，ふるさと協議会

の役割が拡大していることから，適切な情報提供やふるさと協議会同士の情

報共有に努めます。 

市民活動支援課  

防災福祉K-Net事業 
避難行動要支援者のうち，地域の支援者への情報提供に同意した人の情報を

平常時から提供することで，災害発生時や災害の発生が予想される時に安否

確認や避難支援を地域の支援者と実施します。 

登録者をとりまとめ，地域の支援者に情報提供を行うとともに，平常時からの

支援体制構築などを支援します。 

福祉政策課  

ヘルプマーク・カードの配付 
援助や配慮を必要としていることが外見からではわかりにくい人が，援助等

を必要としていることを周囲に知らせるためのヘルプマーク及びヘルプカー

ドを配付します。 

障害福祉課  

災害ボランティアセンター37の運営 
平時から非常時の役割について行政や関係団体と調整し，災害ボランティア

センターの運営等の体制整備を図るとともに，住民や地域関係者とのネットワ

ークを生かし，運営に携わるボランティアの育成を進めます。 

柏市社会福祉協議会  

 

  

 
36 災害時に備え，災害を未然に防止し，又は被害を軽減するために，地域住民が連携・協同して自主的に設置し，地域で活動する組織 
37 災害発生時に設置される被災地のボランティア活動を円滑に行うための拠点のこと。被災地域の支援ニーズの把握・整理を行うとともに，個人ボラン

ティアや団体の受け入れやマッチングの調整を行う 
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住民の防犯意識の向上に向けた普及啓発や，防犯対策を意識した地域環境の整備を進めます。ま

た，地域と連携し，日頃から防犯の視点を持って見守り活動を行うことで，安全・安心な地域づくり

を進めます。 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 

 

 

 

 

 

基本施策２：地域安全活動の充実 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

犯罪が起こりにくいまちづくり事業 
町会・自治会等による自主防犯活動が地域の防犯力として構築され,市内各地

域においてきめの細かい防犯活動を展開するとともに,犯罪の抑止に配慮し

た公共空間の環境を整備することにより,犯罪が起こりにくいまちづくり（地域

づくり）を推進していきます。 

防災安全課  

ふるさと運動事業（ふるさと協議会等の支援） 
災害時の避難等を迅速に行うためには，平常時から近隣住民同士の協力が不

可欠となります。そこで，平常時から地域の中のつながりがつくれるよう，ふ

るさと協議会の事業を支援します。また，避難所の運営など，ふるさと協議会

の役割が拡大していることから，適切な情報提供やふるさと協議会同士の情

報共有に努めます。 

市民活動支援課  

消費者教育事業 
柏市消費者教育推進連絡会（教育委員会と連携）及び柏市消費者行政推進協

議会を開催します。 

柏市消費生活コーディネーター及び柏市消費生活サポーターが地域で行う活

動を支援します。 

消費生活センター  

消費生活相談事業 
消費生活相談員による消費生活相談や，消費生活相談員に対する研修を実施

します。全国消費生活情報ネットワークシステムへの消費生活相談内容の適正

な報告をします。 

消費生活センター  

地域見守りネットワーク事業 
民間事業者等が地域住民と接する活動中の異変に気付いた際に，通報しても

らえるよう協定を締結し，必要に応じ適切な福祉サービスにつなげます。社会

的孤立を未然に防止し，地域で安心した生活ができるよう，地域全体で見守り

を行う取組を実施します。 

福祉政策課  
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一人ひとりの特性や状況を考慮し，住宅確保要配慮者38への「住まい」の支援や，就労の機会創出

及び移動手段の確保など，自立に向けた支援体制の充実を図ります。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 

 

 

 

 
38 住宅確保に特に配慮を要する人として，住宅セーフティネット法に定められている以下のいずれかに当てはまる人のこと。（低額所得者，被災者，高齢

者，障害者，子どもを養育している人，その他住宅の確保に特に配慮が必要な人） 

基本施策３：居住・就労・移動支援の充実 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

在宅福祉サービスの実施 
高齢者が自宅で安心して生活するため，柏市独自の在宅福祉サービスとして

９つの事業（※）を提供します。 

※介護用品（紙おむつ）給付，緊急通報システム，配食サービス費助成，寝具

（ふとん）乾燥消毒・丸洗い，訪問理髪費助成，送迎費助成，生活支援短期宿泊

費助成，要介護高齢者等住宅改造費補助，福祉サービス利用援助事業利用料

助成 

高齢者支援課  

老人ホーム入所措置事業 
65歳以上で日常生活はおおむね自立しているものの，環境上及び経済的な

理由により，在宅での生活が困難な人に対し，老人ホーム入所判定審査会で

の審議を経て，養護老人ホームへの入所措置を講じます。 

地域包括支援課  

居住支援の在り方についての庁内検討の推進 
民間賃貸住宅への入居が困難な住宅確保要配慮者が，円滑に民間賃貸住宅へ

入居できるようにするため，関連団体と協力・連携し，入居支援から生活支援

まで連続性のある支援体制の構築を検討します。 

福祉政策課 

生活支援課 

住宅政策課 
 

就労準備支援事業 
就労に向けた準備が整っていない生活困窮者及び生活保護受給者に対して，

一般就労に向けた基礎的能力の習得をサポートしながら，利用者に合わせた

支援を行います。 

生活支援課  

一時生活支援事業 
住居を持たない人など，不安定な住居形態にある人に，緊急的に一定期間宿

泊場所や衣食を提供します。その後の生活に向けて就労支援などのサポート

を行い，自立を目指します。 

生活支援課  

住居確保給付金 
離職，自営業の廃止又は就労機会等の減少により，離職や廃業と同程度の状

況となり経済的に困窮した人であって，かつ就労能力及び就労意欲のある人

のうち，住宅を失っている人，または失うおそれのある人を対象として，賃貸

住宅の家賃（制限あり）を支給するとともに再就職に向けた支援を行います。 

生活支援課  

バリアフリー化設備等整備事業 
利用者数の多い鉄道駅等について，転落防止効果の高いホームドアの整備を

鉄道事業者に要望していきます。また，バス事業者に対してノンステップバス

の導入，タクシー事業者に対してＵＤタクシー39の導入を促し，高齢者や障害

者等が利用しやすい路線バスやタクシーを増やします。 

交通政策課  

バス乗り方教室 
バス乗り方教室の開催，交通事業者等が主催するバリアフリーの大切さを学

ぶ乗り物体験交流会を支援します。 
交通政策課  

地域の公共交通網の形成 
路線バスや，乗合タクシー，デマンドタクシー40等のコミュニティ交通の新設・

再編を進め，より利便性の高い公共交通網を構築します。 

交通政策課  

福祉有償運送41運営協議会の運営 
一人では公共交通機関を利用できない要介護者，身体障害者等に対して，特

定非営利法人等が行う福祉有償運送について，適正な運営に関する事項を審

査します。 

交通政策課 

福祉政策課 
 

バリアフリー道路特定事業 
柏市バリアフリー基本構想で定められた重点整備地区内について，国のバリア

フリーに関する構造基準に準拠した道路の整備を実施します。 

道路整備課  

福祉資金，生活福祉資金貸付事業 
一時的に経済的な課題を抱える世帯や高齢者・障害者等で生活費，車両・福祉

用具の購入費，住宅改修費等が必要な人に対して，資金を貸付するとともに，

複合的な福祉課題については適切なつなぎ等，課題解決の支援に取り組みま

す。 

柏市社会福祉協議会  

 
39 ユニバーサルデザインタクシーの略称。「すべての人が利用できる」ことを目指したタクシー車両のこと 
40 利用者の事前予約に応じる形で運行経路や運行スケジュールをそれに合わせて運行する地域公共交通のこと 
41 社会福祉法人やNPO法人等が一人では公共交通機関を利用することが困難な身体障害者や要介護者等に運送を行う 
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 住民や関係機関の虐待防止・権利擁護についての理解を促進し，地域での見守りや支援体制を強

化することで，虐待防止対策及び虐待の早期発見と迅速な対応を推進します。また，権利擁護支援

の理解促進と必要な人が制度を利用できる支援体制づくりによる，利用促進に取り組みます。 

 

■基本施策の実現に向けた主な取組 

 
 

 

 

 

 

基本施策４：権利擁護と虐待防止の推進 
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■基本施策の推進に向けた各課の取組 

取組・内容 担当 重層 

男女共同参画推進のための相談事業 
家庭や職場などでの女性の悩み事などに対して，専門の女性カウンセラーが

相談に応じる「女性のこころと生き方相談」を実施し，関係機関と連携しなが

ら支援します。 

共生・交流推進センター  

高齢者緊急一時保護事業 
養護者からの虐待により生命・身体に重大な危険が生じるおそれがある高齢

者や身元不明等の高齢者に対し，一時的に保護する措置を講じます。 
地域包括支援課  

柏市権利擁護研修会 
市内で主に在宅高齢者を支援している専門職を対象に，高齢者虐待の早期発

見や予防，適切な対応について学ぶための研修会を開催します。 
地域包括支援課  

高齢者権利擁護ネットワーク事業 
虐待や消費者被害等，高齢者の権利侵害の早期発見と適切な支援を目的に会

議を開催し,関係機関等との連携を構築します。また，各関係機関における権

利擁護啓発活動，各種講座の実施を推進します。 

地域包括支援課  

成年後見制度の利用促進 
成年後見制度利用促進基本計画に基づき，かしわ福祉権利擁護センター内に

成年後見制度の利用促進に係る中核機関を設置し，成年後見制度を必要とす

る人が安心して制度を利用できるよう地域で支える体制を構築します。 

また，一次相談窓口である地域包括支援センターや地域生活支援拠点への支

援を通じて，普及啓発や相談支援，利用促進，後見人等支援，協議会運営等に

取り組みます。 

地域包括支援課 

障害福祉課 

柏市社会福祉協議会 
 

市民後見人の育成支援 
成年後見制度の一環として，財産の適切な管理や日々の生活を支援する市民

後見人を養成・育成し，成年後見制度の充実を図ります。 

地域包括支援課 

障害福祉課 
 

障害者虐待防止センターの運営 
障害者虐待防止センターを中心に関係機関が連携し，虐待相談・通報の受付，

問題解決を行います。また，障害者虐待の防止並びに早期発見・早期介入を目

指し，地域の障害福祉サービス事業所等に対し研修を実施します。 

障害福祉課  

障害者虐待防止サポートチーム派遣事業 
障害福祉サービス事業所等へ専門家等が出向き，障害者虐待防止に関する普

及啓発や，事業所に合わせた虐待防止策の検討等を行うことにより，事業所

の支援の質の向上や障害者虐待防止に取り組みます。 

障害福祉課  

東葛市町村障害者虐待防止担当者の連絡会議の開催 
各市の障害者虐待防止担当者が出席し，現状の共有や事例検討等を通して，

職員のスキルアップや連携強化を図ります。 
障害福祉課  

柏市権利擁護ネットワーク会議における障害者に関する専門部会の運営 
障害者の権利擁護に関する機関を中心に会議を実施し，障害者虐待や権利擁

護に関する課題を共有しながら，問題解決に向けた対応強化に取り組みます。 

障害福祉課  

障害者差別の解消及び理解啓発 
障害を理由とする差別の解消を図るため，市民や地域，事業所，庁内などに対

して啓発や研修を実施し，障害者差別解消法の周知と，障害者差別や合理的

配慮の提供に関する理解啓発を行います。また，差別に関する相談窓口の設

置や関係機関の連携強化により，障害者差別への対応体制を強化するととも

に，合理的配慮の提供を促進します。 

障害福祉課  

家庭児童相談事業 
子育ての不安や悩み，しつけ，児童虐待など18歳未満の児童と家庭の相談に

応じます。 
こども相談センター 〇 

子ども短期入所事業（ショートステイ） 
保護者が疾病，出産，看護，事故，育児疲れなどで一時的に養育が困難となっ

たとき，虐待などの課題の有無に関わらず，満1歳以上１８歳未満の児童を，宿

泊又は日帰りで預かります。 

こども相談センター  
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取組・内容 担当 重層 

妊産婦等生活援助事業 
身近に頼れる親族等が不在であることなどによって，家庭生活に支障が生じ

ている妊産婦に対し，安心して出産やその後の生活について考えることので

きる居場所（入所又は通い）を提供し，食事やその他日常生活を営むために必

要な支援のほか，出産前後の心理的ケアや保健指導，出産後の児童の養育に

係る相談及び助言，必要な関係機関や支援につなぐなど，特定妊婦等の支援，

重篤な児童虐待事案の予防を図ります。 

こども相談センター  

要保護児童42対策事業 
児童虐待防止に向けた方針協議のための代表者会議，情報共有化のための実

務者会議,要保護児童ケースの進行管理部会,個別ケース検討会議等を行い,

児童虐待の発生予防,早期発見,支援に取り組みます。また，職員及び相談員の

専門性強化のための研修を実施します。 

こども相談センター  

児童相談所設置事業 
児童相談所の設置に向けた検討・準備を進めるとともに，こども家庭センター

や地域子育て支援拠点，若者支援等の機能も含めた複合施設「（仮称）柏市こ

ども・若者相談センター」の整備を進めます。（令和８（2026）年度開設予定） 

こども相談センター ○ 

福祉サービス利用援助 
高齢者や知的障害者，精神障害者など判断能力が不十分な人が自立した生活

が送れるよう，福祉サービスの利用に関する相談や日常的な金銭管理の援助

等を行います。 

柏市社会福祉協議会  

 

  

 
42 児童福祉法に基づいた，保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる保護的支援を要する児童 
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２ 施策の進捗評価（「結果指標」の設定） 

 

施策の評価にあたっては，「基本施策別の基本施策と取組」に記載している「取組目標」の数値評価に加

えて，基本方針ごとにアウトカム指標として「結果指標」を設定します。「結果指標」は，市民の福祉観，地域

での関わりなどの実態を把握する市民アンケート調査を行い，進捗・評価を行います。 

（１） 基本方針1：だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 

基本施策 結果指標（評価項目） 基準値 方向性 

１ 

地域での支えあい，助けあい

に向けた気づき・学びの場と

活動の促進 
① 地域福祉に関するボラ

ンティアや市民活動な

どに取り組んでいるか 

 

② 地域での支えあいや助

けあいに関心を持って

いるか 

① ボランティアに取り

組んだことがある 

30.2％ 

 

② 支えあいや助けあ

いに関心がある 

74.5％ 

 

（令和５年度時点） 

 

２ 
地域福祉を担う人材の掘り起

こしと育成・活躍支援 

３ 

地域における多様な主体との

包括的連携体制の構築と活動

支援 

（２） 基本方針２：だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる地域づくり 

基本施策 結果指標（評価項目） 基準値 方向性 

１ 
分野や対象にとらわれず

困りごとを丸ごと相談で

きる体制の充実 

① 柏市の健康や福祉に

関する情報は，入手

しやすいと思うか 

 

② 健康や福祉に関する

ことで困ったときに，

相談できる人がいる

か 

① 入手しづらいと思う  

19.8％ 

 

② 相談できる人がいな

い  

5.5％ 

 

（令和５年度時点） 

 

２ 
課題の早期発見と切れ目

のないサポート体制の構

築 

３ 
必要な情報を届けるため

の対話の場づくりと情報

発信の充実 

（３） 基本方針３：だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり 

基本施策 結果指標（評価項目） 基準値 方向性 

１ 
地域を核とした心身の健康

づくりの促進 ① 健康だと感じている

か 

 

② 住んでいる地域は障

害者や高齢者，子育

てをしている人にと

って安心して生活で

きる環境だと思うか 

① 健康だと思う 

76.0％ 

 

② 安心して生活できる

環境だと思う 

   64.7％ 

 

（令和５年度時点） 

 ２ 
子どもの健やかな育ちを保

障し応援する環境構築 

３ 
保健・医療・福祉及び生活

関連分野の充実と連携 

４ 
あらゆる人が役割を持ち自

分らしく活躍できる環境の

構築 

施策の進捗評価（「結果指標」の設定） 2 
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（４） 基本方針４：だれもが安全・安心に暮らせる地域づくり 

基本施策 結果指標（評価項目） 基準値 方向性 

１ 
防災対策と災害時の支援

体制の充実 
① 地域の中で安心して

生活できていると感

じるか 

 

② 災害が起きた時に支

援をしてくれる人は

いるか 

① 安心して生活できて

いると感じている 

81.6％ 

     

② 支援してくれる人は

いない 

5.1％ 

 

（令和５年度時点） 

 

２ 地域安全活動の充実 

３ 
居住・就労・移動支援の充

実 

４ 
権利擁護と虐待防止の推

進 

 
 
 
  



 

92 

 

第 ５ 章 

その他関連計画 
１ 柏市再犯防止推進計画 

 

 
 
 
 

国や県，市において，刑法犯の検挙者の約5割が再犯者であり，再犯防止は極めて重要な課題

となっています。平成28（2016）年12月に「再犯の防止等の推進に関する法律」が成立し，地方

公共団体は国の再犯防止推進計画を考慮し，再犯防止に関する施策を定める努力義務を負うこ

ととなりました。 

本市もこれを受け，国及び県の再犯防止推進計画を踏まえ，地域の実情に応じた再犯防止推

進計画を策定します。この計画では，犯罪をした人が再び罪を犯さず，地域の一員として円滑に

社会復帰できるよう，適切な支援と受入体制を整備し，再犯の防止を図ります。また，地域全体で

再犯防止に取り組む体制の構築を目指します。 

 

（１）国の動向 

年度 法令・計画 概要 

平成28 

（2016）年度 

「再犯の防止等の推進に

関する法律」施行 

基本理念と施策の基本事項を定め，国と地方公共

団体の責務を明らかにし，再犯防止等に関する施

策を総合的かつ計画的に推進。 

平成29

（2017）年度 

「再犯防止推進計画（平

成30～令和4年度）」 

閣議決定 

再犯の防止等に関する政府の施策を定めた初め

ての計画として，5つの基本方針と7つの重点課

題，115の具体的施策を明示。 

令和元

（2019）年度 

犯罪対策閣僚会議にて

「再犯防止推進計画加速

化プラン」決定 

第一次計画の施策のうち，より重点的に取り組む

べき課題への対応を促進するために策定。 

令和4

（2022）年度 

「第二次再犯防止推進計

画（令和5～9年度）」 

閣議決定 

第一次計画の基本方針を踏襲し，新たな方向性と

して，個々の対象者の主体性の尊重，それぞれが

抱える課題に応じた息の長い支援，相談拠点や地

域の支援ネットワーク拠点の構築について明示。 

 

 

 

 

柏市再犯防止推進計画 １ 

柏市再犯防止推進計画とは 

計画策定の背景 
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（２）県の動向 

年度 法令・計画 概要 

平成30

（2018）年度 

「千葉県地域再犯防止推

進モデル事業（3か年事

業）」実施 

国の再犯防止推進計画を踏まえ，国と地方公共団

体の協働により，地域における効果的な再犯防止

対策の在り方を検討するためのモデル事業を実

施し，犯罪をした人が出所後から地域生活を送る

までの支援の在り方について検討し，県の計画策

定方針を決定。 

令和３

（2021）年度 

「千葉県再犯防止推進計

画（令和3～令和7年

度）」策定 

県独自の取組として，「犯罪をした人等の社会復

帰に向けた包括的支援体制の整備」を再犯防止推

進計画の柱に位置付け。国との適切な役割分担の

もと，地方公共団体が提供する住居や就労，保健

福祉，教育等の各種行政サービスや民間団体によ

る支援への円滑なつなぎ，フォローアップを行う

など，刑事司法関係機関のみならず，県，市町村，

民間団体等が連携して再犯の防止に取り組む体

制を構築。 

 
 
 
 
 

犯罪をした人の多くは，安定した仕事や住居の確保が困難であることや，年齢や障害，家族と

の関係などさまざまな課題を抱えています。これらの課題に対して，福祉，医療，教育，労働等の

多分野での連携を強化し，個別のニーズに応じて支援します。 

また，犯罪をした人が再犯せずに社会復帰するためには，地域の理解と協力が不可欠です。そ

のため，地域住民や企業，関係機関への啓発活動を進め，社会全体での再犯防止への理解を深め，

取組を強化します。 

 
 

この再犯防止推進計画は，「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条に規定する地方再犯防

止推進計画を兼ねるものとし，福祉に関するさまざまな施策と関連することから，第５期柏市地

域健康福祉計画に内包するものとして策定し，再犯防止に係る施策を推進します。 
 
 

第5期柏市地域健康福祉計画に示す地域健康福祉像「だれもが その人らしく 住み慣れた地

域で 共に いきいきと暮らせるまち 柏」の実現を，再犯防止推進の観点からより具体的に体系

化したものです。 

 

 

計画の概要 

計画の目的（方向性） 

計画の位置づけ 

地域健康福祉計画との関係 
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第５期柏市地域健康福祉計画が目指す地域健康福祉像の実現に向けて，重点方針とそれぞれの

施策の方向性を定めました。 

  ●重点方針１：社会における居場所の確保 

    就労支援，住居の確保を支援し，生活基盤を整えることで社会復帰を促進します。 

施策 所管部署 取組概要 

就労等の確保に向

けた相談・支援等

の充実 

経済産業部 

産業政策・スタート

アップ推進課 

市内商工団体に対し，協力雇用主の活動を周知し，就

労の機会の確保につなげます。 

１５～４９歳の保護観察対象者に対し，就職及び職業

定着支援として，かしわ地域若者サポートステーショ

ンで就労支援を行います。 

住居の確保 
福祉部 

生活支援課 

生活保護申請時に無料低額宿泊所や宿所提供施設を

紹介し，居住先の確保について助言及び支援を行い

ます。 

柏市地域生活支援センターで，更生保護施設への入居

支援や必要に応じた生活保護申請による住居確保に

向けての支援を行います。 

  ●重点方針２：保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

    保健医療・福祉サービスを必要とする人が適切な支援を受けられるように支援します。 

施策 所管部署 取組概要 

高齢者又は障害者

等への支援 

健康医療部  

地域包括支援課 

地域包括支援センターと情報共有し，生活困窮者や住

まいの確保，同居する子や孫の就労支援等の支援が

必要な人については，柏市地域生活支援センターとも

連携し，支援します。 

福祉部 

障害福祉課 

基幹相談支援センターや地域生活支援拠点，地域の指

定相談支援事業所で，障害福祉サービスのコーディネ

ート，手帳取得や専門機関へのつなぎなどを行いま

す。また，世帯に応じて，医療費の負担を軽減する自

立支援医療（更生医療・精神通院等）や就労支援等の

福祉サービスの利用につなげる等，障害者に対するさ

まざまな施策を実施します。 

薬物依存等を有す

る人への支援 

健康医療部 

保健予防課 

専門医療機関や専門機関，自助グループ等の相談窓

口の情報提供を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

計画の体系 
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●重点方針３：非行の防止・学校等と連携した就学支援の実施 

非行の未然防止や学校等と連携した立ち直り支援を行い，青少年の健全な育成を支援します。 

施策 所管部署 取組概要 

児童生徒の非行

未然防止 

学校教育部  

児童生徒課 

市内小中学校で警察による非行防止の出前講座を実

施し，児童生徒の健全な成長を支援します。 

学校等と連携し

た立ち直り支援 

学校教育部 

少年補導センター 

初回相談窓口として対応し，適切な相談機関につな

ぎ，非行からの立ち直りを支援します。 

柏市少年補導委員連絡協議会と協力して，各中学校

区パトロールで得た情報を学校等に提供し，非行から

の立ち直りを支援します。 

学校や地域社会

等で再び学ぶた

めの支援 

学校教育部  

児童生徒課 

児童・生徒（対象は小中学生）の就学の継続のため，ス

クールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーと

ともに支援します。 

 

●重点方針４：犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 

罪種ごとに認められる特徴や，犯罪の背景にある事情を把握し，個々に応じた効果的な支援を行

います。 

施策 所管部署 取組概要 

少年・若年層 

に対する支援 

学校教育部 

少年補導センター 

20代前半までを目安とした対象者の生活自立につい

て境遇や意向を聞き取り，立ち直りに向け適切な相談

窓口の情報提供を行います。 

女性の抱える問

題に応じた支援 

企画部 

共生・交流推進 

センター 

女性のこころと生き方相談において，女性を対象とし

た性犯罪，DVの被害に対する支援を行います。 

その他犯罪をし

た人等の特性に

応じた支援 

健康医療部 

地域包括支援課 

高齢者虐待防止法に基づき，高齢者虐待の早期発見

や虐待解消に向けた支援を行います。支援の際には，

地域包括支援センターをはじめ，各専門機関と連携し

ます。虐待が起きている困難な状況に着目し，被虐待

者本人だけではなく，虐待に及んだ養護者を含めた視

点で支援を行います。 

こども部 

こども相談センター 

児童虐待をはじめ児童の養育環境が不十分である場

合に，関係機関と連携し，児童や家庭の支援を実施し

ます。 
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●重点方針５：民間協力者の活動の促進等 

犯罪をした人等の社会復帰支援は，数多くの民間協力者の活動に支えられています。民間協力者

の活動の支援を行うと同時に，より多くの民間協力者に再犯防止の取組に参画してもらえるよう，

働きかけを行います。 

施策 所管部署 取組概要 

民間協力者の 

活動の促進 

福祉部 

福祉政策課 

 

市内の保護司会や更生保護女性会に対して，補助や

会議室の確保などの活動支援を行います。 

柏地区更生保護サポートセンターを設置（令和２年３

月から），その他保護司活動に必要な場所を提供して

います。 

７月の強調月間を中心に，社会を明るくする運動の啓

発活動を行います。 

※社会を明るくする運動については，更生保護団体等

の紹介にも掲載。 

広報・啓発活動

の推進 

福祉部 

福祉政策課 

保護司の担い手不足を解消するため，人事主管課と

協力し，庁内向けに周知を行い，人材確保の支援を行

います。 

 
 

 
 

 
 

  

●保護司及び保護司会 
保護司は，犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティアです。保護司法に基づ

き，法務大臣から委嘱された非常勤の国家公務員ですが，給与は支給されません。保護司は，保護観察

官と協働して保護観察にあたるほか，犯罪や非行をした人が刑事施設や少年院から社会復帰を果たし

たとき，更生を促し，スムーズに社会生活を営めるよう，釈放後の住居や就業先などの帰住環境の調整

や相談を行っています。柏地区保護司会は，柏市・我孫子市・流山市の３市から構成されており，令和６

年４月１日時点で９２名の保護司が活躍しています。 

●更生保護女性会 

地域社会の犯罪・非行の未然防止のための啓発活動を行うとともに，青少年の健全な育成を助け，犯

罪をした人や非行のある少年の改善更生に協力することを目的とするボランティア団体です。東葛飾

地区更生保護女性会は，柏市・我孫子市・流山市の３市から構成されており，令和６年４月１日時点で６

８名の会員が活躍しています。 

●協力雇用主会 

協力雇用主は，犯罪をした人等の自立及び社会復帰に協力することを目的として，犯罪をした人等を

雇用し，又は雇用しようとする民間の事業主です。本市では６０社の登録があります。（令和６年４月１日

時点）柏地区更生保護協力雇用主会は，柏市・我孫子市・流山市の３市から構成されています。  

●社会を明るくする運動 

全ての国民が，犯罪・非行の防止と犯罪・非行をした人の更生について理解を深め，それぞれの立場に

おいて力を合わせ，犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための全国的な運動です。

本市では，この運動の強調月間である７月に広報啓発を行っています。また，その他のイベントや小中

学生を対象とした作文コンテスト，活動を紹介するパネルの展示等を行っています。 

更生保護団体，取組の紹介 
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２ 柏市重層的支援体制整備事業実施計画 

 
 
 

市町村における包括的な支援体制を構築するための手法として，令和3年4月に改正された社会福

祉法に基づく重層的支援体制整備事業が創設され，本市では令和4年度から開始しています。 

この事業は，「つながり続ける支援体制の構築」をコンセプトに，全ての地域住民を対象とし，「属性

を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の3つの支援を一体的に実施し，人々の

生活そのものや生活を送る中で直面する困難・生きづらさの多様性・複雑性に応えるものです。 

地域共生社会の実現には行政だけでなく，地域住民やNPO，ボランティアなど、多様な主体が連携

し合うことが不可欠です。重層的支援体制整備事業は，連携を促進し，地域全体で支え合う仕組みを

構築するための重要なステップとなります。 

 そのためには，市民や関係機関，地域の多様なステークホルダー間で事業の理念や目指すべき方向

性を共有し，一人ひとりが地域の一員としての役割を再認識することが不可欠です。また，関係者間の

意識の醸成は，単なる協力関係の構築を超え，地域全体が支援の主体となり，問題を共に解決する「共

創」の姿勢を育むことが重要です。このような取組を通じて，柏市の「チーム支援」を築き，地域全体が

持続可能で活力ある未来に向けて一丸となって取り組む基盤を確立するため，「柏市重層的支援体制

整備事業実施計画」を策定します。 

 
 
 

本計画は, 社会福祉法第106条の5第1項に基づき,重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に

実施するための事業提供体制に関する事項を定めるものです。 

 

図表５-１ 計画の位置づけ 

  

理念 地域福祉の推進による地域共生社会の実現

≪第４条第１項≫

方向性 包括的な支援体制の整備
≪第106条の３≫

市民，社協等の民間団体，行政が協力し，課題解決に取り組む

方法

重層的支援体制整備の実施
≪106条の４≫

【相談支援】 【参加支援】 【地域づくり支援】

連携会議
重層的支援会議

支援会議

柏市重層的支援体制整備事業実施計画 ２ 

計画策定の背景 

計画の位置づけ 



 

98 

 

 
 

生活上の課題が多様化する世帯などが全国的に増加する中，本市では，相談支援業務をワンストッ

プで行える相談窓口として，福祉の総合相談を設置しました。切れ目のない相談支援に取り組むとと

もに，困難な課題にも対応できる体制を整備し，令和４年度から重層的支援体制整備事業を開始しま

した。 

本市では，「重層的支援」を以下のように捉えています。 

 

ⅰ．生活上の課題を含む「重層的」な課題 

 複雑化・複合化した課題があるため，既存制度（高齢者・障害者・こどもなど）で考えるだ

けではなく，多面的に対応する。 

ⅱ．多様な人が関わりあう「重層的」な機関 

 全てを兼ね備えた支援機関はないため，ひとつの支援機関で抱えることなく，さまざまな

機関（市民や地域も含めて）連携・協力できる体制で役割分担する。 

ⅲ．相談（入口）から地域生活（出口）までの「重層的」な支援 

 相談だけに留まらず，必要な支援機関につなげ，それぞれに寄り添った伴走支援までを

一連の流れで実施する。 

 

これらを基本的な考え方とし，多機関協働事業者を主とした「One Team」による支援の実施を意

識して具体的な取組を進めます。 

 

また、支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため，「属性を問わない相談支援」，「参加

支援」，「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施します。 

 

 

 

 

 

柏市における重層的支援体制整備事業の方向性 
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＜ 柏市重層的支援体制整備事業の全体像（再掲） ＞ 
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本事業は，地域住民が抱える複雑化・複合化した生活上の課題を解決し，課題の悪化を防ぐための

包括的な支援体制を整備するものです。 

相談者の「属性を問わない相談支援」（包括的相談事業，多機関協働事業，アウトリーチ等を通じた継

続的支援事業），「参加支援」（参加支援事業），「地域づくりに向けた支援」（地域づくり事業）を中心に，

これら3つの支援をより効果的かつ円滑に実施するため，多機関協働やアウトリーチを通じた継続的

支援を加えた5つの事業を一体的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援の種類 事業名・内容 

（１）属性を問わない

相談支援 

①包括的相談支援事業 

・属性や世代を問わず,包括的に相談を受け止める 

・相談支援機関間のネットワーク対応 

・複雑化・複合化した課題を多機関協働事業へつなぐ 

②多機関協働事業 

・市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する 

・重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 

・支援関係機関の役割分担を図る 

③アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

・支援が届いていない人に支援を届ける 

・関係機関とのネットワークや地域住民とのつながりの中から潜在的な

課題を抱える人を見つける 

・本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

（２）参加支援 

参加支援事業 

・社会とのつながりを作るための支援を行う 

・利用者ニーズを踏まえた丁寧なマッチングやオーダーメイドのメニュ

ーをつくる 

・本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う 

（３）地域づくりに 

向けた支援 

地域づくり事業 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保 

・個別の活動や人のコーディネート 

・他分野につながるプラットフォームの展開 

事業概要 
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（１）属性を問わない相談支援の強化 

① 包括的相談支援事業（社会福祉法第106条の４第２項第１号） 

目的 

〇地域における多様なニーズに応えるため，生活上のさまざまな課題を抱える人々に対して，総

合的かつ一体的な支援を提供することを目的としています。介護，障害，子ども，生活困窮等の

支援が必要な人々が安心して生活できる環境を整えることを目指しています。 

取組内容 

〇各分野において実施されている相談支援の取組を一体的に実施し，相談者の属性，相談内容

等に関わらず，市民からの相談を幅広く受け止めます。 

〇単独の相談支援機関では解決が難しい事例に対しても，複数の相談支援機関が連携を図り，

分野横断的な相談支援体制を構築します。 

 

イメージ図 

 

 実施体制 

【介護】地域包括支援センター 

機関名 ▷地域包括支援センター（委託・１２か所） 

柏北部，柏北部第２，北柏，北柏第２，柏西口，柏西口第２，柏東口， 

柏東口第２，光ヶ丘，柏南部，柏南部第２，沼南 

所管課 健康医療部地域包括支援課 

【障害】障害者相談支援事業 

機関名 ▷基幹相談支援センター（委託・２か所） 

地域生活支援拠点あおば，地域生活支援拠点しょうなん 

▷相談支援事業所（委託・２か所） 

地域生活拠点たんぽぽ，地域生活拠点ぶるーむの風 

所管課 福祉部障害福祉課 

事業実施体制 
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 【子育て】利用者支援事業 

機関名 ▷基本型（委託・３か所） 

はぐはぐひろば柏たなか，はぐはぐひろば若柴（※），はぐはぐひろ

ば沼南， 

▷特定型（直営・１か所） 

保育アシストコール・アシストデスク 

▷こども家庭センター型（直営・１か所） 

こども家庭センター（児童福祉機能，母子保健機能） 

▷妊婦等包括相談支援事業型43（直営・４か所） 

柏市役所，TeToTe，ウエルネス柏，沼南庁舎 

所管課 基本型44：こども部子育て支援課 

特定型45：こども部保育運営課 

こども家庭センター型46：こども部こども相談センター，母子保健課 

妊婦等包括相談支援事業型：こども部母子保健課  

  ※令和８年度末に再開予定 

【生活困窮】生活困窮者自立相談支援事業 

機関名 ▷柏市地域生活支援センター（委託・１か所） 

所管課 福祉部生活支援課 

 

  

 
43 妊婦・その配偶者等に対して，面談等の実施により，必要な情報提供や相談に応じるとともに，ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援

を行う 
44 子ども及びその保護者等が，教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう，身近な場所において当事者目線の寄り添い型の支援

を実施する 
45 待機児童の解消等を図るため，行政が地域連携の機能を果たすことを前提に，主として保育に関する施設や事業を円滑に利用できるよう支援する 
46 旧子育て世代包括支援センター及び旧市区町村子ども家庭総合支援拠点の一体的な運営を通じて，妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包

括的な支援及び全ての子どもと家庭に対して虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで，切れ目なく対応する 
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② 多機関協働事業（社会福祉法第106条の４第２項第5号） 

目的 

〇本事業における支援の進捗状況等を把握し，必要に応じて既存の相談支援機関の専門職に助

言を行います。また，単独の相談支援機関では対応が難しい複雑化・複合化した支援ニーズがあ

る事例の調整役を担い，相談支援機関の役割分担や支援の方向性を定め，本事業に関わる関係

者の円滑な連携を進めるとともに，本市における包括的な支援体制を構築できるよう支援する

ことを目指します。 

取組内容 

〇「福祉の総合相談」では，属性を問わない課題を抱えた市民からの相談を伺います。また，相

談支援機関のハブとしての機能も併せ持ち，「包括的相談支援機関」からの相談や相談内容に応

じた適切な支援機関へのつなぎを行います。 

〇「福祉の総合相談」において，「包括的相談支援機関」からつながれた複雑化・複合化したさま

ざまな課題のある事例に対して，課題の解きほぐしを行います。 

〇「地域いきいきセンター」が「福祉の総合相談」と連携し，各支援機関の役割分担，支援の方向

性の整理など，事例全体の調整機能の役割を果たします。 

〇困難事例に対して，「重層的支援会議小会議（かしまる小会議）」の主催者となり，支援プラン

の作成や支援プランの調整（決定や評価，終結）を行います。 

〇困難事例の共有や地域ごとの課題などを共有するため，４エリアごとに「重層的支援会議中会

議（かしまる中会議）」を行い，支援者同士がスムーズに支援できるよう顔の見える関係をつくり

ます。また，市域全域で重層的支援体制整備事業の方針や取組を共有する「重層的支援会議大

会議（かしまる大会議）」を開催します。 

  

イメージ図 
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 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

機関名 ▷柏市社会福祉協議会 地域いきいきセンター（委託） 

▷柏市地域生活支援センター（委託・１か所） 

所管課 福祉部福祉政策課 
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③ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（社会福祉法第106条の４第２項第４号） 

目的 

〇長期にわたり，ひきこもり状態にあるなど，課題を抱えながらも自ら支援を求めることが困難

な人や支援が届いていない人に，積極的な働きかけを行い，本人と関係性をつくることを目指

します。 

取組内容 

〇支援機関等との連携や地域住民とのつながりを構築し，課題を抱えながらも支援が届いてい

ない人を把握します。 

〇潜在的なニーズを抱える人に関する情報を得たのち，当該本人と信頼関係に基づくつながり

を形成するために，本人に対して時間をかけた丁寧な働きかけを行い，関係性をつくります。 

    

  イメージ図 

 

 

 

実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 ▷障害者等社会参加・訪問支援事業（委託・１か所） 

所管課 福祉部障害福祉課 
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 （２）参加支援の強化 

 ① 参加支援事業（社会福祉法第106条の４第２項第２号） 

 目的 

〇既存の各制度における社会参加に向けた支援では対応できない個別性の高いニーズを有し

ている人に対し，その本人にあった支援メニューを作成し，地域や社会とのつながりを作る支援

を行います。 

取組内容 

〇既存の社会参加に向けた事業では対応できない人や，その世帯のニーズや抱える課題などを

丁寧に把握し，地域の社会資源や支援メニューとコーディネートし，マッチングを行います。 

〇既存の社会資源に働きかけたり，拡充を図ったりするなど，本人やその世帯の支援ニーズや

状態に合った支援メニューを作成します。 

〇マッチングした後，本人の希望に沿った支援が実施できているかについてフォローアップ等を

行い，本人やその世帯と社会とのつながりづくりに向けた支援を行います。 

 

イメージ図 

 

 
 実施体制 

事業名 ▷障害者等社会参加・訪問支援事業 

▷社会参加支援事業 

所管課 福祉部障害福祉課（障害者等社会参加・訪問支援事業） 

福祉部福祉政策課（社会参加支援事業） 
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（３）地域づくりに向けた支援の強化 

① 地域づくり事業（社会福祉法第106条の４第２項第３号） 

目的 

〇介護，障害，子ども・子育て，生活困窮分野ごとに行われている「地域づくりに向けた支援」を一

体的に実施します。 

〇属性に関わらず，地域住民を広く対象にすることで，多様な地域活動が生まれやすい環境整備

を行うことを目的とします。 

取組内容 

〇これまでの既存の拠点等を生かし，地域の課題に合わせた，世代や属性を超えて交流できる場

や居場所づくりを行います。 

〇地域において実施されている事業や活動などを把握し，多様な個別の活動や人のコーディネー

トを行います。 

〇地域づくりのプロセスの活性化や発展のため，多分野につながり，情報交換や協議を行うなど

関係性を深めるための場を設けます。 

 

   イメージ図 

 

実施体制 

【介護】地域介護予防活動支援事業 

実施内容 ▷かしわ健康アプリ事業 

▷通いの場事業  
主な内容 介護予防に資する団体活動や地域の通いの場などの住民主体の活動を支

援し，健康意識の向上や健康寿命の延伸を目指す。 

所管課 健康医療部健康政策課，地域包括支援課 
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【介護】生活支援体制整備事業 

実施内容 ▷生活支援コーディネーターの配置，協議体の設置 

主な内容 高齢者の支援ニーズと地域資源をマッチングするために，地域資源の発掘・

開発やネットワークを構築し，多様な生活支援の充実を図る。 

所管課 健康医療部健康政策課，地域包括支援課 

【障害】地域活動支援センター機能強化事業 

事業名 

（事業所名） 

▷地域活動支援センター機能強化事業 

（トライアングル，クローバ柏，たんぽぽセンター，スペース若柴，ピアセンタ

ーあかり） 

主な内容 地域活動支援センターの基礎的事業として，障害者等を通わせ，創作的活

動又は生産活動の機会の提供，社会との交流の促進等の事業を実施。ま

た，基礎的事業に加え，専門職員の配置や機能訓練のサービスを実施する

等し，センターの機能強化を図る。 

所管課 福祉部障害福祉課 

【子育て】地域子育て支援拠点事業 

事業名 

（拠点名） 

▷地域子育て支援拠点事業 

（・はぐはぐひろば沼南，はぐはぐひろば柏たなか，はぐはぐひろば若柴 

・しこだ児童センター，豊四季台児童センター，高柳児童センター，南部こど

もの広場 

・保育園等に併設の子育て支援センター【こあら，Kids Square，おひさま

クラブ，サンサンたいよう組，ひまわり，ゆうゆう，ぺんぎん組，まことちゃ

ん，子育て玉手箱，ステップ，くるみサロン，あしびなぁ，おいかけっこ，おや

このひろば[あ・そ・ぼ]，さっちゃん家】） 

主な内容 子育ての孤立の防止及び負担を軽減するため，乳幼児親子が安心して集う

ことができる場を提供し，親子同士の交流を通じた仲間づくりや，子育て関

連情報の提供，子育ての悩み相談，育児講座などを実施。 

所管課 こども部子育て支援課，保育運営課 

【全世代】生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

事業名 ▷教育福祉会館運営体制支援コーディネーター事業 

主な内容 「誰もが集える みんながつながる 地域に広がる」をコンセプトとしたラコ

ルタ柏（柏市教育福祉会館）において，地域活動による地域課題の解決を目

指した館となるよう，属性や世代を超えたさまざまな人と関わり合える場

の提供やマッチングを行う。また，来館者のニーズや地域課題の情報収集を

行い，居場所づくりのコーディネートや担い手づくりを実施。 

所管課 福祉部福祉政策課 
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柏市重層的支援体制整備事業は，属性を問わず支援を提供し，高齢者，障害者，子ども，生活困窮者

など既存制度の一部事業を包括して実施するものです。かしまる大会議では，相談支援機関同士及び

相談支援機関と行政の事業認識の共有や方向性の確認を行っていますが，行政内部でも同様の取組

が必要です。 

そのため，関係部局や社会福祉法人柏市社会福祉協議会を構成員とした「地域共生社会の連携会

議」を開催し，庁内連携や相談支援体制の強化，事業実施状況の共有を行います。 

地域共生社会の連携会議 

運営主体 福祉政策課，柏市社会福祉協議会 

開催時期 年4回程度開催 

参加関係者 

福祉部 福祉政策課，障害福祉課，生活支援課 

健康医療部 
健康政策課，高齢者支援課，地域包括支援課，健康増進

課，保健予防課 

市民生活部 市民活動支援課 

こども部 
こども政策課，子育て支援課，こども福祉課，こども相

談センター，母子保健課 

柏市社会福祉協議会 総務課，地域福祉課，相談支援課，在宅サービス課 

 

＜ 「地域共生社会の連携会議」イメージ（再掲）＞ 

 

連携体制の構築 
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参考資料 
１ 柏市健康福祉審議会条例 

 

平成 19 年 12 月 26 日 

 条例第 46 号 

 (設置)  

第１条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき，本市にお

ける健康福祉の向上及び増進のための総合的な施策の推進に資するため，柏市健康福祉審

議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は，社会福祉法(昭和26年法律第45号。以下「法」という。)第7条第1項に規定す

る社会福祉に関する事項(法第12条第1項に規定する児童福祉に関する事項を含む。)を調査

審議する審議会その他の合議制の機関及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的

な提供の推進に関する法律(平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。)第25条

に規定する幼保連携 型認定こども園に関する審議会その他の合議制の機関とする。 

 (所掌事務)  

第２条 審議会の所掌事務は，次のとおりとする。 

(1) 市長の諮問に応じ，児童福祉，精神障害者福祉その他の社会福祉に関する事項を調査審

議すること。  

(2) 市長の諮問に応じ，認定こども園法第25条に規定する事項を調査審議すること。  

(3) 前2号に掲げるもののほか，市長の諮問に応じ，健康福祉に関する重要な事項を調査審

議すること。 

(4) 健康福祉に関する重要な事項について市長に意見を述べること。 

(組織) 

第３条 審議会は，委員35人以内をもって組織する。  

2 市長は，審議会に，特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは，臨時委

員を置くことができる。  

3 委員及び臨時委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 市議会議員 

(2) 社会福祉事業に従事する者 

(3) 学識経験者  

(4) 本市の住民  

(5) 前各号に掲げる者のほか，市長が必要と認める者 

１ 柏市健康福祉審議会条例 
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(任期)  

第４条 委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げない。  

2 臨時委員の任期は2年以内とし，当該臨時委員の委嘱に係る特別の事項に関する調査審

議が終了したときは，当該臨時委員は解嘱されるものとする。 

3 委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。  

(会長及び副会長)  

第５条 審議会に会長及び副会長各1人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。  

3 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

(会議) 

 第６条 審議会の会議(以下この条において「会議」という。)は，会長が招集し，その議長とな

る。  

2 現に在任する委員の総数の4分の1以上の者から会議に付議すべき事項を示して会議を

招集すべき旨の請求があったときは，会長は，会議を招集しなければならない。 

3 会議は，委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上の出席がなければ，開くことがで

きない。  

4 会議の議事は，委員及び議事に関係のある臨時委員のうち出席した者の過半数で決し，可

否同数のときは，議長の決するところによる。 

5 前2項の規定にかかわらず，感染症のまん延の防止の必要その他のやむを得ない事情が

あると会長が認めるときは，委員及び議事に関係のある臨時委員に議事に係る意見を求め，

その半数以上から意見書の提出があった場合に限り，会長の決定をもって会議の議決に代え

ることができる。 

6 会長は，前項の規定による決定をしたときは，遅滞なく，当該決定について委員及び議事

に関係のある臨時委員に報告しなければならない。 

(専門分科会) 

 第７条 審議会に，次に掲げる専門分科会を置く。  

(1) 民生委員審査専門分科会  

(2) 障害者健康福祉専門分科会 

(3) 児童健康福祉専門分科会 

(4) 高齢者健康福祉専門分科会  

(5) 地域健康福祉専門分科会  

(6) 前各号に掲げるもののほか，規則で定める専門分科会  

(民生委員審査専門分科会の所掌事務等) 
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第８条 民生委員審査専門分科会は，審議会の所掌事務のうち民生委員の適否の審査に関す

る事項を調査審議する。  

2 民生委員審査専門分科会に属する委員は，市議会議員の選挙権を有する委員のうちから

会長が指名するものとし，その数は10人以内とする。ただし，市議会議員のうちから指名され

る委員の数は，3人を超えてはならない。  

3 民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的のた

めに利用した場合は，当該委員について，会長は，前項の規定による指名を取り消すことがで

きる。 

4 第5条及び第6条の規定は，民生委員審査専門分科会について準用する。この場合におい

て，同条第３項から第6項までの規定中「委員及び議事に関係のある臨時委員」とあるのは

「委員」と読み替えるものとする。  

5 民生委員審査専門分科会の決議は，これをもって審議会の決議とする。 

(民生委員審査専門分科会以外の専門分科会の所掌事務等)  

第9条 次の各号に掲げる専門分科会は，審議会の所掌事務のうちそれぞれ当該各号に掲げ

る事項を調査審議する。 

(1) 障害者健康福祉専門分科会 身体障害者，知的障害者及び精神障害者の健康福祉に関

する事項 

(2) 児童健康福祉専門分科会 児童及び母子の健康福祉に関する事項並びに第２条第２号

に規定する事項 

(3) 高齢者健康福祉専門分科会 高齢者の健康福祉に関する事項  

(4) 地域健康福祉専門分科会 地域における健康福祉に関する事項 

(5) 第７条第６号の規則で定める専門分科会前条第１項及び前各号に規定する事項のほか，

規則で定める事項 

２ 前項各号に掲げる専門分科会に属する委員及び臨時委員は，会長が指名する。 

３ 第５条及び第６条の規定は，第１項各号に掲げる専門分科会について準用する。  

4 審議会は，第１項各号に掲げる専門分科会の決議をもって審議会の決議とすることができ

る。 

(審査部会)  

第10条 障害者健康福祉専門分科会に，審査部会を置く。  

2 審査部会は，障害者健康福祉専門分科会の所掌事務のうち次に掲げる事項を調査審議す

る。 

（1) 身体障害者の障害程度の審査に関する事項 

(2) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条第１項の規定による医師の指定に

関する事項 
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(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123 

号)第54条第２項の規定による指定自立支援医療機関(精神通院医療に係るものを除く。)

の指定に関する事項  

3 審査部会に属する委員及び臨時委員は，障害者健康福祉専門分科会に属する医 師であ

る委員及び臨時委員のうちから，会長が指名する。  

4 審査部会に部会長及び副部会長各１人を置き，審査部会に属する委員及び臨時委員の互

選によりこれを定める。  

５ 第５条(第１項を除く。)及び第６条の規定は，審査部会について準用する。  

6 審議会は，第２項各号に掲げる事項に関して市長から諮問を受けたときは，審査部会の決

議をもって審議会の決議とすることができる。 

 (意見の聴取等) 

 第11条 審議会，専門分科会及び審査部会(以下「審議会等」という。)は，必要に応じて委員

及び臨時委員以外の関係者に対し，審議会等の会議への出席を求めてその意見若しくは説

明を聴き，又は資料の提出を求めることができる。 

 (社会福祉法等との関係)  

第12条 民生委員審査専門分科会は，法第11条第１項に規定する民生委員審査専門分科会

とする。  

2 障害者健康福祉専門分科会は，法第11条第１項に規定する身体障害者福祉専門分科会と

する。  

3 児童健康福祉専門分科会は，法第１２条第２項において読み替えて適用される法第１１条第

１項に規定する児童福祉専門分科会とする。  

4 審査部会は，社会福祉法施行令(昭和33年政令第185号)第3条第１項に規定する審査部

会とする。  

(委任)  

第13条 この条例に定めるもののほか審議会の組織及び運営に関し必要な事項は，市長が別

に定める。 

附 則  

(施行期日) 

1 この条例は，平成２０年４月１日から施行する。  

(柏市附属機関設置条例の一部改正)  

2 柏市附属機関設置条例(平成８年柏市条例第６号)の一部を次のように改める。  

 別表市長の項柏市健康福祉審議会の目を削る。  

附 則(平成２５年条例第２４号) 
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この条例は，平成 ２５年４月１日から施行する。  

附 則(平成２５年条例第３３号)  

この条例は，平成２５年７月１日から施行する。 

附 則(平成２９年条例第１０号)  

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則(令和２年条例第30号)  

この条例は，公布の日から施行する。 
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２ 柏市健康福祉審議会 地域健康福祉専門分科会 

（１） 委員名簿 

2024年11月末現在 

氏名 所属など 備考 

阿 部    孝 柏市ふるさと協議会連合会会長  

新 井 祐 介 公募委員  

岡 田   剛 柏市医師会理事  

豊 田 宗 裕 聖徳大学心理・福祉学部社会福祉学科教授  

中 川   博 社会福祉法人柏市社会福祉協議会会長 会長 

二 瓶 陽 子 柏市生涯現役促進協議会  

山 名 恵 子 柏市民生委員児童委員協議会会長 副会長 

                                               （敬称略 五十音順） 

（２） 開催概要 

開催年月日 主な審議事項 

202３年（令和５年） 

１０月２６日 

諮問 

(1) 第４期柏市地域健康福祉計画の進捗確認について 

(2) 第５期柏市地域健康福祉計画策定方針について 

202４年（令和６年） 

2月２２日 

(1) 柏市重層的支援体制整備事業（かしまる）の進捗状況について 

(2) 第５期柏市地域健康福祉計画策定について 

2024年（令和６年） 

６月２７日 

(1) 「柏市の地域福祉を取り巻く現状と課題」について 

(２) 「地域健康福祉像」と「基本方針」（案）について 

(３) 「基本施策」（案）について 

2024年（令和６年）  

８月２９日 

（１） 第１章計画策定の趣旨とこれからの地域福祉の在り方について 

(2) 第４章基本方針別の施策と取組の推進について 

2024年（令和６年） 

10月30日 

(1) 第1章 計画策定の趣旨とこれからの地域福祉の在り方について 

(2) 第2章 柏市の地域福祉を取り巻く現状と課題について 

(3) 第3章 計画の全体像について 

(4) 第4章 基本方針別の施策と取り組みの推進について 

(5) その他の関連計画について 

2025年（令和7年） 

１月２９日 

(1) パブリックコメントの実施結果 

(2) 第５期柏市地域健康福祉計画（資料編/詳細版）の確認 

(3) 第５期柏市地域健康福祉計画（本編/ガイドブック版）の確認 

2025年（令和7年） 

２月１９日 
答申 

 
 
 

２ 柏市健康福祉審議会 地域健康福祉専門分科会 
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３ 用語の説明 

以下の用語については，各ページの脚注等を参照ください。 

 

 

行 用語 項 用語 項 

【あ 行】 

 NICU 77   

【か 行】 

 かしまるネット 64 かしわオレンジＳＯＳネットワーク 73 

柏市子ども会育成連絡協議会 32 柏市消費生活サポーター 56 

柏市訪問型生活支援サポーター 59 基幹相談支援センター 64 

基本型 102 ゲートキーパー 31 

権利擁護 2 こども家庭センター型 102 

こども食堂 79 こどもの貧困 2 

コミュニティ・スクール 30   

【さ 行】 

 災害ボランティアセンター 82 再犯防止 2 

サロン 31 CSW 57 

自主防災組織 82 失語症 ７０ 

社会的孤立 1 周産期 77 

住宅確保要配慮者 85 生活困窮 2 

成年後見制度 29   

【た 行】 

 ダブルケア 2 地域いきいきセンター ９ 

地域健康福祉 1 地域生活課題 ６ 

地域生活支援拠点等 ９ 地域包括ケアシステム 56 

地域包括支援センター ９ 地区社会福祉協議会 57 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 25 デマンドタクシー 86 

特定型 102   

【な 行】 

 認知症サポーター 59 妊婦等包括相談支援事業型 102 

【は 行】 

 はぐはぐひろば ９ 8050問題 2 

ひきこもり 2 避難行動要支援者 56 

福祉有償運送 86 プラットフォーム 62 

ふるさと協議会 56 フレイル 72 

保護司 33   

【ま 行】 

 民生委員・児童委員 30   

【や 行】 

 ヤングケアラー 2 ＵＤタクシー ８６ 

要保護児童 89   

【ら 行】 

 ローカルダイアログ １３   

３ 用語の説明 
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